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[bookmark: _Toc346302234][bookmark: _Toc352005776][bookmark: _Toc444164695][bookmark: _Ref485131083][bookmark: _Toc485133598][bookmark: _Ref485133917][bookmark: _Ref485133924][bookmark: _Ref485133941][bookmark: _Ref485133945][bookmark: _Ref485134168]基本事項
[bookmark: _Toc346302235]全般
本様式集で提案・提示を求めているすべての事項に関して記述すること。
各提案について、明確、かつ具体的に記述すること。
造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。
提案書類に用いる言語は日本語、単位は計量法（平成4 年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時とすること。
設計図面は、JISの建築製図通則に従って作成すること。
他の様式や補足資料に関連する事項が記載されているなど、参照が必要な場合には、該当する様式番号を記入すること。

書式等
各提出書類で使用する文字の大きさは、10ポイント以上（図表は除く）とすること。また、左右に15mm以上の余白を設定すること。
提出書類の1項目が複数ページにわたる時は、左上の様式番号の次に番号を振ること。例）様式○-○[1/2]

留意事項
「応募者番号」のあるものは、参加資格審査結果と併せて通知する「応募者番号」を記載すること。
提出書類のうち、「基礎審査に関する提出書類」、「提案設計資料」、「提案内容審査に関する提出書類」には、正本・副本とも構成員・協力企業（構成員のいずれかより設計・建設業務の一部を請負又は受託することを予定している者をいう。）の名称が類推できるような記載を行わないこと。

[bookmark: _Toc444164696][bookmark: _Toc485133599][bookmark: _Ref485133966][bookmark: _Ref485133969][bookmark: _Ref485134159]
提出要領
0. 質問回答及び現場見学会に関する提出書類
入札説明書を参照し、本様式集で指定された様式に従って次の部数を提出すること。
	様式番号
	書類名
	部数

	1-1
	第1回　入札説明書等に関する質問書
	－

	1-2
	第2回　入札説明書等に関する質問書
	－

	1-3
	現地見学会への参加申込書
	1部



入札参加資格審査に関する提出書類
提出書類
入札説明書を参照し、本様式集で指定された様式に従って次の部数を提出すること。
	様式番号
	書類名
	部数

	2-1
	入札参加表明書
	正1部
副1部

	2-2
	入札参加者の構成表
	

	2-3①～②
	委任状
	

	2-4
	入札参加資格審査申請書兼誓約書
	

	2-5①～②
	入札参加資格要件確認書
	

	2-6①～②
	技術者要件確認書
	



提出方法
Ａ４判縦長左綴じのファイルとすること。
正副それぞれのファイルの表紙に「秋草葬斎場設備等改修事業　参加資格審査に係る申請書類」と記入し、以下に示すラベルを表紙の右下に添付すること。

	正本の場合
	
	副本の場合

	正本
	
	副本

	○○（共同企業体名）
	
	応募者番号：○○



入札の辞退に関する提出書類
入札説明書を参照し、必要に応じて本様式集で指定された様式に従って次の部数を提出すること。
	様式番号
	書類名
	部数

	3
	入札辞退届
	1部





対話に関する提出書類
提出書類
入札説明書を参照し、本様式集で指定された様式に従って次の部数を提出すること。
	様式番号
	書類名
	部数

	4-1
	対話の申込書
	1部

	4-2①～④
	対話用資料
	正1部
副18部



提出方法
Ａ４判縦長左綴じのファイルとすること。
Ａ3判の様式については、Ａ4判に折り込むこと。
ファイルの表紙に「秋草葬斎場設備等改修事業　対話に関する提出資料」と記入し、以下に示すラベルを表紙の右下に添付すること。

	正本の場合
	
	副本の場合

	正本
	
	副本　○/18

	○○（共同企業体名）
	
	応募者番号：○○






入札書類に関する提出書類
提出書類
入札説明書を参照し、本様式集で指定された様式に従って次の部数を提出すること。
	様式番号
	書類名
	部数
	備考

	【１】入札書に関する提出書類
	
	

	5-1
	入札書
	正1部
	封筒に封入

	5-2
	積算内訳書
	正1部
	

	【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類
	
	

	6-1
	要求水準に関する誓約書
	正1部
	【２】の正本に添付

	6-2
	事業提案書における企業名対応表
	正1部
	

	6-3
	要求水準に対する設計仕様書
	正1部
副20部
	Ａ4判ファイル綴じ

	7～7-15
	提案設計資料
	
	

	【３】提案内容審査に関する提出書類
	
	

	8～8-13
	提案内容審査に関する提出書類
	正1部
副20部
	Ａ4判ファイル綴じ

	【４】電子データ
	正1部
	全てのデータをまとめ【２】の正本に添付



企業の商号又は名称の記載について
様式5-1、5-2、6-1については、様式に従って商号又は名称を記載すること。
「【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類」、「【３】提案内容審査に関する提出書類」は、正本・副本とも、構成員・協力企業について設計企業Ａ、建設企業Ｂ等に置き換えるものとし、置き換えの対応が確認できるように様式6-2に必要な事項を記載し、「【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類」の正本に綴じ込むこと。



提出方法
「【１】入札書に関する提出書類」は、封筒に入れ、以下のように記載すること。なお、封かん印は、代表企業の代表者印、もしくは復代理人がいる場合は、復代理人印を使用すること。






事 業 名　秋草葬斎場設備等改修事業
入札書在中


別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿





（共同企業体名）　　　　　　　　　　　　
（代表企業）商号又は名称　　　　　　
　　　　　　　　所在地　　　　　　
　　　　　　　　代表者名　　　　　　
　　　　　　　　復代理人名　　　　　　

印
印
印















図 1　入札書に関する提出書類の封筒イメージ
「【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類」、「【３】提案内容審査に関する提出書類」はＡ4判縦型左綴じファイルにそれぞれ綴じること。
Ａ3判の様式については、Ａ4判に折り込むこと。
「【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類」、「【３】提案内容審査に関する提出書類」は、それぞれファイルに、「図 2　事業提案書ファイルの表紙・背表紙イメージ」の通り表紙および背表紙を付けること。また、各書類にインデックスを付けること。
電子データの提出に当たっては、正・副の「【２】基礎審査及び提案設計資料に関する提出書類」及び「【３】提案内容審査に関する提出書類」の内容をＣＤ-Ｒ/ＤＶＤ-Ｒに記録したものを１部提出すること。
電子データは、Microsoft社のWord及びExcelにより作成するもの（計算の数式や他のシートとのリンク等は残したままで提出すること）とし、PDF及び作成データを記録すること。
当該ＣＤ-Ｒ/ＤＶＤ-Ｒには、上段に「秋草葬斎場設備等改修事業」、下段に「共同企業体名」、「応募者番号」及び「提出日」を明記し提出すること。

秋草葬斎場設備等改修事業
○○に関する提出書類
ファイル　表紙
背表紙
各書類共通
ファイルタイトル（「基礎審査及び提案設計資料」「提案内容審査」のいずれかを明記）
正本には共同企業体名、副本には組合が通知する応募者番号を記載※１
秋草葬斎場設備等改修事業　　　　　　○○に関する提出書類　　○○
副本　○/13
応募者番号：○○



























※１の記載内容
	正本の場合
	
	副本の場合

	正本
	
	副本　○/20

	○○（共同企業体名）
	
	応募者番号：○○


[bookmark: _Ref485577102]図 2　事業提案書ファイルの表紙・背表紙イメージ
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[bookmark: _Toc485133600][bookmark: _Ref485133984][bookmark: _Ref485133989][bookmark: _Ref485133994][bookmark: _Ref485134147]様式一覧
（表の見方）
· 様式タイプが「指定」とあるものは、「様式集」指定の様式を用いること。また、「指定Excel」とあるものは別添のExcelデータを用いること。
· 様式タイプが「共通」とあるものは、「様式集」の「共通」様式を用い、適宜「様式番号」、「項目名」等を明記の上、落札者決定基準に示す内容を参考に、提案すること。
	様式
番号
(※1)
	項目名
	記載事項及び留意点
	様式
ﾀｲﾌﾟ
(※2)
	用紙
ｻｲｽﾞ
(※3)
	枚数
制限
(※4)

	１．質問回答及び現場見学会に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129506]1-1
	[bookmark: _Ref484708453]第1回　入札説明書等に関する質問書
	様式に従って記載すること。
	指定Excel
	Ａ4
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129541]1-2
	[bookmark: _Ref484708742]第2回　入札説明書等に関する質問書
	様式に従って記載すること。
	指定
Excel
	Ａ4
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129556]1-3
	[bookmark: _Ref484708778]現地見学会への参加申込書
	様式に従って記載すること
	指定
	Ａ4
	1

	２．入札参加資格審査に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129590]2-1
	[bookmark: _Ref484708802]入札参加表明書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129601]2-2
	[bookmark: _Ref484796281][bookmark: _Ref485574457]入札参加者の構成表
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129618]2-3①
	[bookmark: _Ref484708836]委任状（代表企業）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485561770]2-3②
	[bookmark: _Ref485561893]委任状（復代理人）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485561751]2-4
	[bookmark: _Ref485561900]入札参加資格審査申請書兼誓約書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129684]2-5①
	[bookmark: _Ref484708872][bookmark: _Ref484772714]入札参加資格要件確認書（設計企業）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129697]2-5②
	[bookmark: _Ref484717019]入札参加資格要件確認書（建設企業）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129726][bookmark: _Ref485561820]2-6①
	[bookmark: _Ref484796231]技術者要件確認書（設計企業）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485561826]2-6②
	[bookmark: _Ref485562101]技術者要件確認書（建設企業）
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	３．入札辞退に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129737]3
	[bookmark: _Ref484708882]入札辞退届
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	４．対話に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129746]4-1
	[bookmark: _Ref484708895]対話の申込書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129765]4-2①
	[bookmark: _Ref484708907][bookmark: _Ref487664026]①施設配置図（案）、各階平面図（案）及び施工計画図（案）
	・本施設の竣工時の諸室レイアウト及び動線計画等のわかる施設配置図（案）及び各階平面図（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。
・本施設の施工中の仮設計画及び動線計画等のわかる施工計画（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。

	指定
	Ａ3
	2

	[bookmark: _Ref485129774]4-2②
	[bookmark: _Ref484708922][bookmark: _Ref485573749][bookmark: _Ref487664014]②火葬炉設備計画図（案）
	・火葬炉設備平面・断面図（案）、排ガス処理等の流れがわかる火葬炉設備フロー図（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。
	指定
	Ａ3
	1

	[bookmark: _Ref485129787]4-2③
	[bookmark: _Ref484708946][bookmark: _Ref487663999]③設計・建設工程表（案）
	・本施設の設計・建設工事の工程（各種申請、試運転、性能試験、稼働準備業務に関する工程を含む）を記載すること。
	指定
	Ａ3
	1

	[bookmark: _Ref485129800]4-2④
	[bookmark: _Ref484708957]④本事業に関する質問事項
	・対話にあたって、本事業に関する質問事項があれば記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	５．事業提案書に関する提出書類
	
	
	

	（１）入札書に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129809]5-1
	[bookmark: _Ref484708965]入札書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129821]5-2
	[bookmark: _Ref484788026]積算内訳書
	様式に従って記載すること。
	指定
Excel
	Ａ4
	必要
枚数

	（２）基礎審査に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129856]6-1
	[bookmark: _Ref484708997]要求水準に関する誓約書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref487637866]6-2
	[bookmark: _Ref487641183][bookmark: _Ref487654953][bookmark: _Ref487641188]事業提案書における企業名対応表
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref485129867][bookmark: _Ref487641169]6-3
	[bookmark: _Ref484709007]要求水準に対する設計仕様書
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ4
	1

	（３）提案設計資料
	
	
	

	[bookmark: _Ref485129889]7
	[bookmark: _Ref484709016]表紙
	様式に従って記載すること。
	共通
(表紙)
	Ａ3
	1

	7-1
	(1)施設配置図 [S=1/600以上]
	次の内容を記載すること。
・建築物、付帯施設等の配置及び主要寸法
・外構計画、植栽計画
・増築棟、駐車場、浄化槽、オイルタンクの配置及び車両軌跡
・人（利用者、従業員）及び車の動線計画
	共通
	Ａ3
	1

	7-2
	(2)各階平面図
（各階、屋上階又は屋根伏せ図）[S=1/300以上]
	次の内容を記載すること。
・建築物の主要な寸法、各諸室の床面積
・葬送動線、運営動線、維持管理動線
	共通
	Ａ3
	必要
枚数

	7-3
	(3)立面図[S=1/300以上]
	4面以上作成すること。
	共通
	Ａ3
	必要枚数

	7-4
	(4)断面図[S=1/300以上]
	各棟の断面がわかるもの（各棟2面以上）とする。
	共通
	Ａ3
	必要
枚数

	7-5
	(5)火葬炉設備計画図（縮尺適宜）
	平面図、立面図、断面図、各設備説明図、火葬炉設備フロー図（排ガス処理等の流れが分かるもの）等
	共通
	Ａ3
	必要
枚数

	7-6
	(6)設備計画（縮尺適宜）
	次の設備について、採用予定の機器やシステム、系統などを記載すること。
・電気設備計画
・換気・空調設備計画
・給排水設備計画
・各種設備諸元表他

	共通
	Ａ3
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129929]7-7
	[bookmark: _Ref484709048](7)設計概要
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ3
	1

	[bookmark: _Ref485129946]7-8
	[bookmark: _Ref484709059](8)仕上表
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ3
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485129982]7-9
	[bookmark: _Ref484709072](9)備品等リスト
	様式に従って記載すること。
	指定
	Ａ3
	必要
枚数

	7-10
	[bookmark: _Ref485569992](10)施工計画図（縮尺適宜）
	既存施設の撤去・解体工事、本施設の建設工事、火葬炉更新工事等施工期間中の各ステップにおける仮設計画、・各種動線（葬送動線、運営動線、維持管理動線、工事動線）のわかる図面を作成すること。(11)設計・建設工程表と照合できるようにすること。
	共通
	Ａ3
	必要
枚数

	7-11
	[bookmark: _Ref485570000](11)設計・建設工程表
	設計･建設のスケジュールを作成すること。撤去・解体工事、各炉更新工事の工程など本業務において工程上の重要なポイントを記載すること。(10)施工計画図と照合できるようにすること。
	共通
	Ａ3
	1

	7-12
	(12)外観透視図
	次の図面を作成すること。
・外観鳥瞰図
・外観アイレベル図
	共通
	Ａ3
	2

	7-13
	(13)内観透視図
	次の諸室について作成すること。また、その他必要な諸室について、適宜作成すること。
・告別室
・エントランスホール
・収骨室
・待合室（洋室）
・待合ホール
	共通
	Ａ3
	必要枚数

	[bookmark: _Ref485130003]7-14
	[bookmark: _Ref484709086](14)維持管理費内訳書（修繕及び更新費）（参考）
	様式に沿って記載すること
	指定
Excel 
	Ａ3
	必要
枚数

	[bookmark: _Ref485130018]7-15
	[bookmark: _Ref484709101](15)火葬炉に関する光熱水費等積算書（参考）
	様式に沿って記載すること
	指定
Excel
	Ａ3
	必要
枚数

	（４）提案内容審査に関する提出書類
	
	
	

	[bookmark: _Ref485130028]8
	[bookmark: _Ref484709159]表紙
	様式に従って記載すること。
	共通
(表紙)
	Ａ4
	1

	1.業務実施に関する事項

	8-1
	①業務執行における基本的な考え方
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・入札参加者を構成する各企業の役割分担（業務内容等）と責任分担について具体的かつ適切な提案が示されているか。
・設計・建設の各段階における実施体制について具体的かつ適切な提案が示されているか。
・設計・建設の各段階で要求水準書等の内容を遵守しているかを、入札参加者自らが確認（セルフモニタリング）し、本組合がチェックできる体制及び手法について具体的かつ適切な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	8-2
	②工程計画
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・設計期間、各種申請手続きの期間、建設、試運転などの適切な工程が提案されているか。
・施設の運営を継続しながらの火葬炉の更新及び諸室レイアウトの変更、仕上及び設備の更新などを考慮した具体的かつ現実的な工程の提案が示されているか。
・工期内での確実な施工について有効な技術・工法等について具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	[bookmark: _Ref486499892]8-3
	[bookmark: _Ref486501787]③地元企業への発注
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・各工事での下請工事、資材調達等において、積極的に本組合域内の企業を活用することで、本組合域内の発注金額、発注内容及び企業数等について具体的な優れた提案が示されているか。
・本組合域内の企業との協力、連携体制に対し、優れた提案が示されているか。
	指定
	Ａ4
	1

	2.施設計画（建築・建築付帯設備他）に関する事項

	8-4
	①施設計画
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・会葬者の動線や諸室レイアウトなど最後の別れを行う厳粛な空間にふさわしく、かつ運営しやすさに配慮された施設計画の提案が示されているか。
・様々な利用者が安全に快適に利用できるバリアフリー性を確保した施設の提案が示されているか。
・地震等災害時における安全性の確保、分かりやすい避難経路の確保などの安全性に優れた提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	2

	8-5
	②維持管理性・省エネ・環境負荷低減策
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・清掃などメンテナンスが容易でかつ耐久性、経済性に優れた仕上げ計画、設備計画、外構計画等について、優れた提案が示されているか。
・供用開始後に必要な建築物（建築付帯設備含む）の定期修繕・更新費用の縮減について、根拠のある概算維持管理費用等の具体的な提案が示されているか。
・省エネルギー性能に優れた効果的な設備の採用など、環境負荷低減策及び維持管理コストの低減のための具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	8-6
	③デザイン
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・最後の別れを行う厳粛な場として望ましい告別室、エントランスホール、収骨室、待合室、待合ホール等の仕上材、色彩等の内装デザイン、什器・備品等の提案が示されているか。
・周辺景観と調和及び厳粛な場としてふさわしい色彩、仕上に配慮された優れた外観デザインの提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	3.施設計画（火葬炉設備）に関する事項

	[bookmark: _Ref486500049]8-7
	[bookmark: _Ref486501833]①火葬炉更新工事の信頼性
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・火葬炉設備更新工事を設計・施工する企業（構成員がその業務を委託する場合は、受託する企業）の実績に基づいた信頼のおける火葬炉設備の納入・設置についての提案がなされているか。なお、実績については特に以下の実績数を評価する。
※地方公共団体等が発注した火葬炉（人体炉）を一契約で９基以上納入・設置する工事を施工し、かつ、当該火葬炉（人体炉）の主要部分の機器を設計し、施工した過去10年間の実績数
※火葬炉更新工事を行った施設の過去10年間の実績数（その内、バグフィルター設置を行う等、排ガス対策を行った実績数）
	指定
	Ａ4
	1

	8-8
	②火葬炉の性能
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・主燃焼炉において、合理的な燃焼効率が確保された提案が示されているか。
・再燃焼炉において、最大ガス量時（Ⅱ区分）の排ガス滞留時間を可能な限り２秒に近づけるための具体的な根拠のある提案が示されているか。
・前室の設置について配慮された提案がなされているか。
・高温ガスの処理や集塵装置、触媒装置など、有害物質や臭気の除去について、適切な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	2

	8-9
	③操作性・維持管理性
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・日常運転における安全対策について、火葬炉設備更新工事を設計・施工する企業（構成員がその業務を委託する場合は、受託する企業）の実績に基づいた具体的な提案が示されているか。
・良好な施設水準の維持及び維持管理費の節約につながる火葬炉の維持管理について、具体的な提案が示されているか。
・故障時や停電時などの非常時対応方法について、火葬炉設備更新工事を設計・施工する企業（構成員がその業務を委託する場合は、受託する企業）の実績に基づいた具体的な提案が示されているか。
・停電時等の火葬を制御システムのバックアップ等について、火葬炉設備更新工事を設計・施工する企業（構成員がその業務を委託する場合は、受託する企業）の実績に基づいた具体的かつ有効な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	8-10
	④運営・支援システムの性能
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・運営を効率化するために必要なシステムの構築について具体的で有効性のある提案が示されているか。
・会葬者及び従業員の利便性、情報管理の安全性に配慮した具体的かつ効果的な提案が示されているか。
・火葬件数の見直しによるシステムの改修、システムの更新への対応が考慮された具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1

	4.施工計画に関する事項

	8-11
	①施工中の施設運営への配慮
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・工事期間中の騒音・振動等の対策、会葬者が安全・快適に利用できる動線計画・安全対策など、安全かつ円滑に施設運営を継続するための具体的な提案が示されているか。
・工事期間中の工事車両動線、資材置場計画、交通誘導員やその他安全対策要員の配置や人数など、会葬者や従業員等に配慮した合理的な仮設計画の提案が示されているか。
・従業員等関係者に対する工事工程や仮設計画、安全対策等の周知・共有し、安全かつ円滑な施設運営及び施工を実施するための具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	2

	8-12
	②経済的で円滑な施工と周辺環境への配慮
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・工程管理・工法について、経済性、効率性に優れた具体的な提案が示されているか。
・施工中の近隣住民や周辺施設への配慮について、振動、騒音、粉じん、濁水等の抑制、防止対策等について具体的な提案が示されているか。
・施工中の事故発生や災害発生等の緊急時の対策について、連絡体制、再発防止策等について具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	2

	8-13
	③既存施設の解体工事における対策
	次の点に留意して、特に工夫した点について記載すること。
・既存施設のアスベストやダイオキシン類の除去を含む解体工事における、安全で確実な施工についての具体的な提案が示されているか。
	共通
	Ａ4
	1


※1・2　様式に指定があるものは、それに従うこと。また、様式タイプが「共通」の場合は、本様式集に記載のある「様式：共通」を用いて、項目ごとに「項目名」等を記載のうえ、提案書を作成すること。
※3　用紙サイズの指定に従うこと。また、Ａ3判については横型、Ａ4判については縦型で作成し、横書きを基本とすること。
※4　枚数の指定があるものは、それに従うこと。「必要枚数」とある場合は、なるべく簡潔にまとめること。
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[bookmark: _Toc485133601][bookmark: _Ref485134017][bookmark: _Ref485134021][bookmark: _Ref485134135]各種様式























[bookmark: _Ref485131102]（様式1-1）
第1回入札説明書等に関する質問書


別ファイルで提供するExcelデータに記入のうえ、提出すること。
 
[image: ]
[bookmark: _Ref485131108]（様式1-2）
第2回入札説明書等に関する質問書


　別ファイルで提供するExcelデータに記入のうえ、提出すること。

[image: ]
[bookmark: _Ref485131115]（様式1-3）
	平成　　年　　月　　日

現地見学会への参加申込書

別杵速見広域市町村圏事務組合　行

「秋草葬斎場設備等改修事業」入札説明書に規定された「現地見学会」への参加を申し込みます。

	商号又は名称
	

	所在地
	

	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話・FAX
	

	電子メール
	


【現地見学会参加予定者】
	所属・役職
	氏名

	参加者1
	
	

	参加者2
	
	

	参加者3
	
	

	参加者4
	
	

	参加者5
	
	

	参加者6
	
	


※複数の企業で参加する場合には、「所属・役職」欄に企業名から記載すること。
【見学希望日】
現地見学会は8月9日（水）若しくは8月10日（木）の運営時間外（16：00~19：00）に実施する。希望日を以下に記入すること。
	第１希望
	平成29年　　月　　日（　）

	第２希望
	平成29年　　月　　日（　）


※16：00～19：00の時間から約1時間単位で現地見学会を実施する。組合で日程を調整の上、申込書提出者へ通知する。

※現地見学会へ参加するにあたっては、以下の事項について誓約すること。
・現地見学会により得た情報等を入札に係る検討以外の目的で使用しない
・この検討の範囲内であっても、別杵速見地域広域市町村圏事務組合の了承を得ることなく、第三者に対してこれを使用させたり、又は内容を提示しない。
・代表企業、構成員又は協力企業として本入札に参加する意思がある。

[bookmark: _Ref485560853][bookmark: _Ref485131126]（様式2-1）
平成　　年　　月　　日

入 札 参 加 表 明 書


別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿

（共同企業体名）

（代表企業）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


平成29年7月26日付で公告された「秋草葬斎場設備等改修事業」に係る総合評価一般競争入札への参加を表明致します。併せて、「秋草葬斎場設備等改修事業」の入札説明書等に基づき、入札参加資格審査書類を提出致します。
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[bookmark: _Ref485560867]（様式2-2）
平成　　年　　月　　日
入札参加者の構成表
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表企業（建設企業）

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者連絡先
	氏　名
	

	
	住　所
	

	
	電　話
	

	
	E-mail
	

	構成員（設計企業）※複数の企業で分担する場合は設計統括企業を記載すること。

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者連絡先
	氏　名
	

	
	住　所
	

	
	電　話
	

	
	E-mail
	

	構成員（建設企業・設計企業）※該当企業に○をつけること。

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者連絡先
	氏　名
	

	
	住　所
	

	
	電　話
	

	
	E-mail
	

	構成員（建設企業・設計企業）※該当企業に○をつけること。

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者連絡先
	氏　名
	

	
	住　所
	

	
	電　話
	

	
	E-mail
	


※記入欄が足らない場合は適宜欄及び枚数を追加すること。

[bookmark: _Ref485560901]（様式2-3①）
平成　　年　　月　　日

委 任 状（代表企業）

別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿

（共同企業体名）

委任者（構成員）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


私は、以下の代表企業代表者を代理人と定め、参加表明書の提出日から契約締結日までの期間、「秋草葬斎場設備等改修事業」に係る別杵速見地域広域市町村圏事務組合との契約について、次の権限を委任致します。

受任者（代表企業）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項
1．下記事業に関する入札への参加表明について
2．下記事業に関する入札参加資格審査申請について
3．下記事業に関する入札及び提案について
4．下記事業に関する入札辞退について
5．下記事業に関する契約について
6．復代理人の選任について

事業名
秋草葬斎場設備等改修事業

※この委任状は、構成員から代表企業へ権限を委任する際に用いること。
※入札参加者の構成員ごとに提出すること。


[bookmark: _Ref485560945]（様式2-3②）
平成　　年　　月　　日

委 任 状（復代理人）



別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿

（共同企業体名）

委任者（代表企業代表者）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


私は、次の者を復代理人と定め、参加表明書の提出日から契約締結日までの期間、「秋草葬斎場設備等改修事業」に係る別杵速見地域広域市町村圏事務組合との契約について、次の権限を委任致します。
受任者（復代理人）
商号又は名称
所在地
役職名
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項
1．下記事業に関する入札への参加表明について
2．下記事業に関する入札参加資格審査申請について
3．下記事業に関する入札及び提案について
4．下記事業に関する入札辞退について

事業名
秋草葬斎場設備等改修事業

※この委任状は、代表企業代表者から代表企業の復代理人へ権限を委任する際に用いること。


[bookmark: _Ref485561934]（様式2-4）
平成　　年　　月　　日

入札参加資格審査申請書兼誓約書

別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿
（共同企業体名）

（代表企業）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成29年7月26日付で公告された「秋草葬斎場設備等改修事業」の総合評価一般競争入札に参加する資格について確認されたく、資料を添えて申請致します。
なお、入札説明書に示されている参加資格要件をすべて満たしていること、並びに関係書類すべての記載事項が事実と相違ないこと及び本事業の実施にあたり法令や社会規範を遵守することを誓約致します。

■添付書類
＜設計企業について必要な書類＞
· 様式2-5①入札参加資格要件確認書（設計企業）及び様式2-6①技術者要件確認書（設計企業）
· 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定により、一級建築士事務所の登録を受けた者であることを証する書類
· 技術者要件を証明する書類
＜建設企業について必要な書類＞
· 様式2-5②入札参加資格要件確認書（建設企業）及び様式2-6②技術者要件確認書（建設企業）
· 建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明書の写し
· 総合評定値通知書の写し（審査基準日が平成27年10月1日から平成28年9月30日までのものとする）
· 契約実績を証明する書類（代表企業のみ）
· 技術者要件を証明する書類
[bookmark: _Toc484772919]

[bookmark: _Ref485131147]（様式2-5①）
平成　　年　　月　　日

入札参加資格要件確認書（設計企業について）
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	企業名
	



１．参加資格要件（設計企業について必要な書類）
	添付資料
	応募者
確認
	組合
確認

	①
	建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定により、一級建築士事務所の登録を受けた者であることを証する書類
	
	

	②
	組合等の平成２９年度における建築コンサルについて入札参加資格
	
	


※複数の企業で分担する場合、構成員となるすべての企業ごとに提出すること。
※必要書類が揃っていることを確認した上で、「応募者確認」欄に「○」をつけて提出すること。
※該当しない項目がある場合は、「応募者確認」欄に「－」をつけて提出すること（空欄としないこと）。
※②については、組合で確認するため書類の添付は不要である。




[bookmark: _Ref485131151]（様式2-5②）
平成　　年　　月　　日

入札参加資格要件確認書（建設企業について）
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	企業名
	




１．参加資格要件（建設企業について必要な書類）
	添付資料
	応募者
確認
	組合
確認

	①
	建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明書の写し
	
	

	②
	総合評定値通知書の写し（審査基準日が平成27年10月1日から平成28年9月30日までのものとする）
	
	

	③
	組合等の平成29年度における建築一式工事について入札参加資格の確認
	
	

	④
	平成29年度において建築一式工事がＡ等級に格付けされている者であることの確認
	
	


※複数の企業で分担する場合、構成員となるすべての企業ごとに提出すること。
※必要書類が揃っていることを確認した上で、「応募者確認」欄に「○」をつけて提出すること。
※該当しない項目がある場合は、「応募者確認」欄に「－」をつけて提出すること（空欄としないこと）。
※③及び④については、組合で確認するため書類の添付は不要である。

２．契約実績
	施設名称
	

	施設所在地
	

	発注者
	

	受注者
	

	契約期間
	平成　　年　　月　～　平成　　年　　月

	受注形態
	単体　　／　　建設工事共同企業体（出資比率　　％）

	延べ床面積
	


※代表企業となる建設企業のみ記載すること。
※記載する実績は1件のみとする。
※入札参加表明書の提出日において、 地方公共団体等が発注した公共施設の建築一式工（延べ床面積が1,500㎡以上）を元請けとして施工した実績を満たしていることを確認できるよう、契約書の写し及び延べ床面積が明記された設計図書等の写しを添付すること。
※受注形態は、該当しないものを抹消すること。建設工事共同企業体の構成員としての実績は、構成員数が２者の場合は出資比率が３０％以上、３者以上の場合は２０％以上であることを証明する書類を添付すること。


[bookmark: _Toc484772917][bookmark: _Ref485131160]（様式2-6①）
平成　　年　　月　　日

技術者要件確認書（設計企業について）
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.配置予定技術者
	管理技術者
＊
	所属企業
	

	
	氏名
	

	
	資格
	

	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	照査技術者
＊
	所属企業
	

	
	氏名
	

	
	資格
	

	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	主任担当技術者
	意匠設計
担当者
＊
	所属企業
	

	
	
	氏名
	

	
	
	資格
	

	
	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	
	構造設計
担当者
	所属企業
	

	
	
	氏名
	

	
	
	資格
	

	
	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	
	電気設備
設計
担当者
	所属企業
	

	
	
	氏名
	

	
	
	資格
	

	
	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	
	機械設備
設計
担当者
	所属企業
	

	
	
	氏名
	

	
	
	資格
	

	
	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年

	
	積算業務
担当者
	所属企業
	

	
	
	氏名
	

	
	
	資格
	

	
	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年


※＊のついた担当者は、入札参加表明書の提出日以前に３箇月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係が証明できる書類（保険証等）の写しを提出すること。
※記載した資格については資格証等証明する書類の写しを添付すること。





２．管理技術者の業務履行実績
	委託名称
	

	履行場所
	

	発注者
	

	受注者
	

	契約期間
	平成　　年　　月　～　平成　　年　　月

	契約金額
	

	受注形態
	単体　　／　　設計共同企業体（出資比率　　％）

	従事役職
	管理技術者　／照査技術者　／その他（　　　）

	設計概要
（用途・炉数・面積・構造等）
	


※記載する実績は1件のみとする。
※火葬場の新築又は増築工事の実施設計（入札参加表明書の提出日において業務が完了していること。）の履行実績を満たしていることが確認できるよう、契約書の写し及び設計図書等を添付すること。記載する内容が判明できる場合は、ＰＵＢＤＩＳの登録情報等の写しでも可とする。




[bookmark: _Ref485562072]（様式2-6②）
平成　　年　　月　　日

技術者要件確認書（建設企業について）
共同企業体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	監理技術者
	所属企業
	

	
	氏名
	

	
	資格
	

	
	経歴
	現組織での勤務年数　　年・総実務年数　　年


※入札参加表明書の提出日以前に３箇月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係が証明できる書類（保険証等）の写しを提出すること。
※記載した資格については資格証等証明する書類の写しを添付すること。




[bookmark: _Ref485131170]（様式3）
平成　　年　　月　　日

入 札 辞 退 届


別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿
（共同企業体名）

（代表企業）
商号又は名称
所　 在　 地
代表者名　　　　　　　　　　　　印

担   当   者
所  属
氏　名
電　話
E-mail



平成29年7月26日付で公告された「秋草葬斎場設備等改修事業」の入札に参加することを辞退致します。



		27	応募者番号：

[bookmark: _Ref485131173]（様式4-1）
平成　　年　　月　　日

対 話 の 申 込 書

別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿
（共同企業体名）

（代表企業）
商号又は名称
所　 在　 地
代表者名　　　　　　　　　　　　印

「秋草葬斎場設備等改修事業」入札説明書に規定された「対話」への参加を申込みます。また、当日の資料として、別添の書類を提出します。
	商号又は名称
	

	所在地
	

	担当者　氏名
	

	所属・役職
	

	電話・FAX
	

	電子メール
	


【対話への参加予定者】
	所属・役職
	氏名

	参加者1
	
	

	参加者2
	
	

	参加者3
	
	

	参加者4
	
	

	参加者5
	
	

	参加者6
	
	

	参加者7
	
	

	参加者8
	
	

	参加者9
	
	

	参加者１0
	
	


※複数の企業で参加する場合には、「所属・役職」欄に企業名から記載すること。

		28	応募者番号：

[bookmark: _Ref485131177]（様式4-2①）
	①　施設配置図（案）、各階平面図（案）及び施工計画図（案）

	
・本施設の竣工時の諸室レイアウト及び動線計画等のわかる施設配置図（案）及び各階平面図（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。
・本施設の施工中の仮設計画及び動線計画等のわかる施工計画（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。

 























※ 用紙サイズはＡ3判横型、横書きとし、2枚数以内とすること。
※ 本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※ イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。




32応募者番号：

	[bookmark: _Ref485131182]②　火葬炉設備計画図（案）

	
・火葬炉設備平面・断面図（案）、排ガス処理等の流れがわかる火葬炉設備フロー図（案）を作成し、必要に応じて補足説明を記載すること。





























※ 用紙サイズはＡ3判横型、横書きとし、1枚数以内とすること。
※ 本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※ イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。


[bookmark: _Ref485577657]（様式4-2②）
[bookmark: _Ref485131191][bookmark: _Ref485577663]
（様式4-2③）
	③　設計・建設工程表（案）

	
・本施設の設計・建設工事の工程（各種申請、試運転、性能試験、稼働準備業務に関する工程を含む）を記載すること。






























※ 用紙サイズはＡ3判横型、横書きとし、1枚数以内とすること。
※ 本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※ イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。


[bookmark: _Ref485131192]

[bookmark: _Ref485577690]
[bookmark: _Ref487648701]（様式4-2④）
	④　本事業に関する質問事項

	
・対話にあたって、本事業に関する質問事項があれば記載すること。































※ 用紙サイズはＡ4縦型、横書きとし、1枚数以内とすること。
※ 本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※ イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。



[bookmark: _Ref485131194]（様式5-1）

入 札 書


	入札金額
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




事業名
秋草葬斎場設備等改修事業


上記の事業について、入札説明書等に定められた事項を承諾の上、別杵速見地域広域市町村圏事務組合財務規則第2条に従い、上記金額により入札します。

平成　　年　　月　　日

（共同企業体名）

入札者　（代表企業）
商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（復代理人氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　印

別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿

※入札金額には消費税抜きの金額を記入すること。
※上記の入札金額に、取引に係る消費税及び地方消費税の額を加算した金額をもって契約金額とする。
※金額、月日等の数字は、アラビア字体で明確に記載すること。
※金額の頭に￥記号をつけること。
※金額は訂正しないこと。
※復代理人が入札する場合には、復代理人の氏名を記載し、かつ「2-3②　委任状（復代理人）」に押印した印を押印すること。


33応募者番号：

[bookmark: _Ref485131195]（様式5-2）

積 算 内 訳 書


別ファイルで提供する「積算内訳書」（Excel形式）に記入のうえ、提出すること。





34
[bookmark: _Ref485131211]（様式6-1）

要求水準に関する誓約書


別杵速見地域広域市町村圏事務組合
管理者　長野 恭紘　殿

（共同企業体名）

（代表企業）
商号又は名称
所　 在　 地
代表者名　　　　　　　　　　　　印

平成29年7月26日付で公告された「秋草葬斎場設備等改修事業」の入札に対する本提出書類の一式は、要求水準書と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。




[bookmark: _Toc453237127][bookmark: _Ref487641295][bookmark: _Ref487648865]（様式6-2）

事業提案書における企業名対応表

	通番
	構成員又は協力企業
	商号又は名称
	提案書記載名

	1
	代表企業
	
	（例）建設企業Ａ

	2
	構成員（設計企業）
	
	

	3
	構成員（建設企業）
	
	

	4
	協力企業
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	


※　記入欄が足りない場合は、追加すること。


(様式４-２)

35
[bookmark: _Ref485131213]（様式6-3）

要求水準に対する設計仕様書

　別ファイルで提供するExcelデータに記入のうえ、提出すること。記載にあたっては、同ファイルの「記入要領」に従って記載すること。

（参考）「要求水準に対する設計仕様書」（Excel形式）より抜粋




[bookmark: _Ref485131215]（様式7）








秋草葬斎場設備等改修事業


提案設計資料
















	副本　○/20※1

	応募者番号※2




※1　「正本」もしくは「副本○/20」を記載すること。
※2　正本には共同企業体名を付すこと。副本には参加資格審査の結果通知に記載されている応募者番号を付すこと。

42
（様式7-〇）様式：共通（Ａ３）

	(　)　○○○○○○【項目名を記載すること】

	

※　本様式集「Ⅲ.様式一覧」の「様式タイプ」が「共通」のものについて、「記載事項及び留意点」に従い記述すること。






























※　用紙サイズはＡ3判横型、横書きとし、規定枚数以内とすること。
※　本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※　イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。
※　記述の中で、他の提案様式や図面等を参照する際には、参照先がわかるように様式番号を記載すること。



	
(7)　設計概要

	
①設計概要
	№
	項目
	内容等

	1
	敷地面積
	10,643.75㎡

	2
	建築面積（建ぺい率）
	㎡（　　　　　％）

	3
	延床面積（容積率）
	㎡（　　　　　％）

	4
	火葬炉基数
	火葬炉　　　基（内 大型炉　　基）


	5
	本事業で整備する駐車場
	一般利用者用
	　　8台

	
	
	車いす使用者用
	　　3台


※　面積等の数値は図面等で確認できるようにすること。
※　必要に応じて、欄を調節すること。

	
②各棟概要
【火葬棟】
	№
	項目
	内容等

	1
	建築面積
	㎡

	2
	構造
	

	3
	高さ
	

	4
	基礎
	



【待合棟】
	№
	項目
	内容等

	1
	建築面積
	㎡

	2
	構造
	

	3
	高さ
	

	4
	基礎
	



【増築待合棟】
	№
	項目
	内容等

	1
	建築面積
	㎡

	2
	構造
	

	3
	高さ
	

	4
	基礎
	



【増築棟】
	№
	項目
	内容等

	1
	建築面積
	㎡

	2
	構造
	

	3
	高さ
	

	4
	基礎
	


※　面積、高さ等の数値は図面等で確認できるようにすること。
※　必要に応じて、欄を調節すること


[bookmark: _Ref485131223]（様式7-7）
[bookmark: _Ref485131225]（様式7-8）
	(8)　仕上表

	
①外部仕上表
	棟名
	部位
	仕上げ
	備考

	火葬棟
	屋根
	
	

	
	外壁
	
	

	
	開口部
	
	

	
	
	
	

	待合棟
	屋根
	
	

	
	外壁
	
	

	
	開口部
	
	

	
	
	
	

	増築待合棟
	屋根
	
	

	
	外壁
	
	

	
	開口部
	
	

	
	
	
	

	増築棟
	舗装
	
	

	
	フェンス
	
	

	
	門扉
	
	

	
	
	
	


※　必要に応じて、欄数又は枚数を増やすこと。

②内部仕上表
	棟名
	階数
	室名
	室面積(㎡)
	天井高(ｍ)
	床
	壁
	天井
	その他

	
	
	○○室
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　平面図、配置図等と整合すること。
※　必要に応じて、欄数又は行数を増やすこと。
※　記載する面積は、床面積とし、同種の複数の室等は、各室ごとに記載すること。
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	(9)　備品等リスト

	
①備品リスト
	棟名
	階数
	室名
	品名・規格
	数量

	
	
	○○室
	○○
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　必要に応じて、欄数又は行数を増やすこと。

②消耗品リスト
	棟名
	階数
	室名
	設備名
	品名・規格
	数量

	
	
	○○室
	○○
	○○
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　必要に応じて、欄数又は行数を増やすこと。

	




[bookmark: _Ref485131229]（様式7-14）
(14)維持管理費内訳書（修繕及び更新費）（参考）

別ファイルで提供するExcelデータに記入のうえ、提出すること。
[image: ]








 

[bookmark: _Ref485131231]（様式7-15）
(15)火葬炉に関する光熱水費等積算書（参考）

別ファイルで提供するExcelデータに記入のうえ、提出すること。
 
[image: ]
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秋草葬斎場設備等改修事業


提案内容審査に関する提出書類

















	副本　○/20※1

	応募者番号※2



※1　「正本」もしくは「副本○/20」を記載すること。
※2　正本には、共同企業体名を付すこと。副本には、参加資格審査の結果通知に記載されている応募者番号を付すこと。


48
[bookmark: _Ref485131236]（様式8-〇）様式：共通（Ａ４）

	○○○○に関する事項

	○○○○○○【番号と項目名を記載すること】

	※　本様式集「Ⅲ.様式一覧」の「様式タイプ」が「共通」のものについて、「記載事項及び留意点」に従い記述すること。





























※　用紙サイズはＡ4判縦型、横書きとし、規定枚数以内とすること。
※　本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※　イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。
※　記述の中で、他の提案様式や図面等を参照する際には、参照先がわかるように様式番号を記載すること。



[bookmark: _Ref486501737]（様式8-3）
	１．業務実施に関する事項

	③地元企業への発注

	※「各工事での下請工事、資材調達等において、積極的に本組合域内の企業を活用することで、本組合域内の発注金額、発注内容及び企業数等について具体的な優れた提案が示されているか」については、以下の事項の情報を記載し、必要に応じて文章等で補完すること。

＜設計・建設業務での本組合域内の企業への発注予定額と企業名及び発注内容＞
	工種など
	企業名
	具体的内容
	本組合域内
発注予定額
	備考

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	






















※　用紙サイズはＡ4判縦型、横書きとし、規定枚数以内とすること。
※　本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※　イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。
※　記述の中で、他の提案様式や図面等を参照する際には、参照先がわかるように様式番号を記載すること。



[bookmark: _Ref486501809]（様式8-7）
	３．施設計画（火葬炉設備）に関する事項

	①火葬炉更新工事の信頼性

	※実績については下表の情報を記載すること。
※記載した実績について、実績を有することを証明する契約書の写し及び基数、工事内容等が明記された設計図書等の写しを添付すること。

＜火葬炉（人体炉）を一契約で９基以上納入・設置した実績＞
	施設名
	施設所在地
	発注者名
	契約期間
	施設規模（基数）
	施設概要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



＜火葬炉の更新工事を行った実績＞
	施設名
	施設所在地
	発注者名
	契約期間
	施設規模（基数）
	施設概要
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※　用紙サイズはＡ4判縦型、横書きとし、規定枚数以内とすること。
※　本文文字の大きさは10ポイント以上（図・表は除く）とすること。
※　イメージ図、図面、表等については、指定の枚数以内で適宜付記すること。
※　記述の中で、他の提案様式や図面等を参照する際には、参照先がわかるように様式番号を記載すること。
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（様式1-1）

平成 29 年　　月　　日

１．担当者

№

頁質問内容例

1

第1章第3節

3 (1)

1）（左記は記入例です）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2)必要に応じて「２.質問事項」の表に「行」を追加して記載すること。3)表の書式変更（セルの結合・分割等）は行わないこと。【記載要領】1)「１．担当者」欄については，担当者の連絡先を記入すること。4)同一の企業からの質問については，複数回にわたる提出は妨げないが，同一の担当者にてとりまとめの上，提出すること。タイトル要求水準書要求水準の変更ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

２．質問事項

資料名項　　目所属部署・役職氏　名電話番号ＦＡＸ番号

秋草葬斎場設備等改修事業の第1回入札説明書等に関する質問書

会　社　名会社所在地
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（様式1-2）

平成 29 年　　月　　日

１．担当者

№

頁質問内容例

1

第1章第3節

3 (1)

1）（左記は記入例です）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2)必要に応じて「２.質問事項」の表に「行」を追加して記載すること。3)表の書式変更（セルの結合・分割等）は行わないこと。【記載要領】1)「１．担当者」欄については，担当者の連絡先を記入すること。4)同一の入札参加者からの質問については，複数回にわたる提出は妨げないが，同一の担当者にてとりまとめの上，提出すること。

２．質問事項

資料名項　　目タイトル要求水準書要求水準の変更電話番号ＦＡＸ番号ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ所属部署・役職氏　名

秋草葬斎場設備等改修事業の第2回入札説明書等に関する質問書

会　社　名会社所在地


image3.emf
項番

仕様 仕様（提案内容）

1

第6節　 火葬炉設備更新工事要件

2

1. 基本的事項

3

(1)整備方針

4

1) 高い安全性と信頼性及び十分な耐久性を有するものとする。

5

2) 省力化及び維持管理費の軽減に十分配慮した設備とする。

6

3) 火葬開始後は、いかなる部位の故障があっても、予備の機器や他系列の設備を介する等を行い、当該火葬炉内で火葬を完了させるものとする。

7

4) 会葬者の火傷防止等安全対策に十分配慮したものとする。

8

5) 遺体の取り扱いに十分配慮した設備とする。

9

6) 施設の作業環境、労働安全及び衛生に十分配慮した設備とする。

10

7) 災害発生時の対応を考慮した設備とする。

11

8) 火葬に係る作業全般において、自動化を図り、コストの低減を目指すものとする。

12

9) 将来の火葬炉設備の更新等を考慮した設備配置とする。

13

10) 公害防止基準を満たすとともに、ダイオキシン類、ばい煙、悪臭、騒音等の周辺環境に十分配慮した設備とし、いかなる場合も無煙・無臭とすること。

14

11) 1排気系列内の火葬炉の一部が点検整備等により運転停止中であっても、当該系列内の炉以外は、運転が可能なシステムとすること。

15

12) 既存施設を運営への影響を最小限とし、円滑な施工が実施できるよう配慮した設計とすること。

16

13) 火葬炉設備工事に関し、関係法令等に定めるもののほか、本要求水準書に記載する項目を満足する設備を設置すること。なお、詳細にわたり明記しないものであっても、この施設の目的達成上必要な機械、機構、装置類、材質等については、責任をもって完備するものとする。

17

(2)火葬炉設備主要項目

18

1) 火葬炉設置基数 9基（大型炉1基、標準炉8基）

19

2) 火葬重量

20

① 遺体重量

75kg

21

② 棺重量

15kg

22

③ 副葬品

10kg

23

合計100kgを基本とする。

24

3) 最大棺寸法

25

長さ大型炉 2,300mm　　　標準炉 2,100mm

26

幅大型炉 700mm　　　　標準炉 650mm

27

高さ大型炉 600mm　　　　標準炉 600mm

28

4) 主要機能

29

① 火葬時間

30

ア 主燃バーナ着火から主燃バーナ消火までの時間は、概ね60分とする。

31

イ 火葬時間は、火葬を遂行する上で最も重要な要素であるので、時間厳守が可能なようにバーナ容量等について十分な検討を行うこと。

32

ウ 大型炉は、排ガス処理容量に対応するため、標準炉より火葬時間を延長することを前提とすること。

33

エ 運転回数は３回/炉・日（最大４回/炉・日）とする。

34

② 冷却時間

35

ア 冷却は、既存の火葬棟内の空間で実施するものとし、冷却を開始してから可能な限り早く収骨が可能な温度になるものとすること。

36

イ 推定冷却時間[　]分

37

③ 主要設備方式

38

ア 炉床方式台車式

39

イ 排気方式強制排気方式（2炉１系強制排気方式・1炉１系強制排気方式）

40

ウ 排ガス冷却方式空気強制混合方式

41

エ 使用燃料灯油

42

④ 燃焼監視・制御

43

ア 各火葬炉について、燃焼、冷却、排ガス状況等の監視、各機器の制御をコンピューター等で行うものとする。

44

イ 記録したデータを組合へ提出できるよう、必要に応じて出力が可能であること。

項目

要求水準に対する設計仕様書


Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
記入要領

				要求水準書に対する設計仕様書 
　記入要領ヨウキュウスイジュンショタイセッケイシヨウショキニュウヨウリョウ



				下記の要領に従い各様式に記載の上，提出すること。カキヨウリョウシタガカクヨウシキキサイウエテイシュツ

				１．入力場所ニュウリョクバショ

						・各提案内容は仕様（提案内容）及び基準値（提案内容）欄に記載すること。カクテイアンナイヨウシヨウテイアンナイヨウオヨキジュンチテイアンナイヨウランキサイ

				２．その他タ

						・行は「絶対に」途中で追加しないこと。トチュウ

						・追加の機器及び仕様がある場合は一番下の行以降に追記すること。

						・不要な機器については記載せず空白のままとすること。キサイ

						・提案内容が仕様と同様の場合は提案内容記入欄に“○”を記載すること。キサイ

						・仕様（参考）は参考仕様であり、必ずしも記載内容に準する必要はない。シヨウサンコウサンコウシヨウカナラキサイナイヨウジュンヒツヨウ

















第１章





		要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1		第1章　 総　則

		2		第1節　 本書の位置づけ

		3																				秋草葬斎場設備等改修事業　要求水準書（以下「本要求水準書」という。）は、別杵速見地域広域市町村圏事務組合（以下「組合」という。）が発注する秋草葬斎場設備等改修事業（以下「本事業」という。）に適用する。

		4		第2節　 事業概要

		5				1. 事業の目的

		6																				秋草葬斎場は、昭和53年に供用が開始されており、新築当初の火葬炉の老朽化及び旧態化がみられる。また、建物等も新築時より大きな改修が行われておらず、劣化やユニバーサルデザインへの未対応なども散見されることから、再整備が必要な時期を迎えている。
上記を踏まえ、組合は長期的な施設の性能及び安定稼働性、耐用性の確保、周辺環境に配慮した施設への再整備として、本事業を実施する。
また、本事業においては、組合の財政負担の縮減並びに民間の技術的能力の活用を図るため、本施設の設備更新及び改修に係る設計・建設を包括して事業範囲とすることで、業務全体の効率化による工期の短縮、工事品質の確保、組合の事務手続きの負担軽減等、公共サービスの一層の向上に資することを目的とする。

		7				2. 事業名

		8																				秋草葬斎場設備等改修事業

		9				3. 事業概要

		10																				本事業は、秋草葬斎場の再整備にあたり、既存葬斎場の稼働を行いながら「炉設備更新及び高度排ガス処理設備の設置」、「既存施設の改修及び高度排ガス処理設備のための施設の増築」をDB方式（設計・施工一括発注方式）で実施するものである。

		11				(1)事業の対象となる業務範囲																事業者が行う業務の範囲は以下のとおりとする。

		12																				1) 事前調査業務

		13																				2) 設計業務

		14																				3) 建設業務

		15																				4) 各種申請等業務

		16																				5) 稼働準備業務 

		17																				6) その他施設整備上必要な業務

		18				(2)工事範囲																建設業務における工事等の業務範囲は以下に示すとおりとする。

		19																				1) 建築工事

		20																				① 増築工事

		21																				② 改修工事

		22																				2) 建築付帯設備工事

		23																				① 電気設備工事

		24																				② 機械設備工事

		25																				3) 外構工事

		26																				4) 撤去・解体・仮設工事

		27																				5) 火葬炉設備更新工事

		28																				6) 運営・支援システム構築

		29				4. 既存施設概要

		30																				既存施設の概要は以下のとおりとする。

		31																				（表）ヒョウ

		32				5. 敷地

		33																				本計画地は以下のとおりである。

		34				(1)場所																大分県速見郡日出町大字平道字秋草291番地1

		35				(2)敷地面積																10,643.75㎡

		36																				添付資料-2「敷地測量図」参照。交付可能なCADデータについては、入札説明書に記載のとおり交付する。

		37				6. 立地条件

		38				(1)地形・地質等																添付資料-3「地質調査報告書」による。

		39				(2)都市計画事項等

		40																		ア 用途地域		都市計画区域外

		41																		イ 防火地域		指定なし

		42																		ウ 地区計画		指定なし

		43																		エ 日影規制		指定なし

		44																		オ 建ぺい率		指定なし

		45																		カ 容積率		指定なし

		46																		キ 緑化率		指定なし

		47				(3)周辺道路																現況とおり、市道十文字原豊岡線を経て、町道豊岡新道線よりアクセスするものとする。

		48				(4)インフラ等																敷地周辺の設備整備状況は以下のとおりとする。「添付資料－1施設概要」を参照のこと。

		49								① 電力												電力は高圧受電（単相60KVA、三相570KVA程度）とする。なお、既存受変電設備は単相50kVA、三相150kVAだが、計画に応じて必要な電力を確保できるものとすること。

		50								② 給水												専用水道を利用する。

		51								③ 排水												生活排水は、合併浄化槽にて処理の上、敷地内の雨水側溝へ放流する。なお、現状はし尿処理槽のみだが、本事業にて合併浄化槽を整備する。

		52								④ 雨水排水												雨水は、敷地内の雨水側溝へ放流する。

		53								⑤ 電話・通信回線												電話及びインターネット配線は既存の回線に加え、１回線新設して利用する。

		54				7. 火葬件数

		55																				火葬件数は以下に示すとおりである。

		56				(1)年間火葬件数																2,870件

		57				(2)日平均火葬件数																7.9件

		58				(3)日想定最多火葬件数																15.77件

		59				8. 事業工程

		60																				本事業の事業期間は、
設計・建設工事請負契約の締結日から平成33年8月16日までとする。

		61		第3節　 一般事項

		62				1. 監督員

		63																				監督員とは、本組合より監督員として指名された者をいう。工事に必要な工事着手届等の各種の提出書類は、監督員の指示に従って作成する。

		64				2. ウイルス対策

		65																				(1)事業者は電子成果品が完成した段階で、ウィルスチェックを行うこと。

		66																				(2)ウイルス対策ソフトは特に指定しないが、信頼性の高いものを利用すること。

		67																				(3)最新のウイルスも検出できるように、ウイルス対策ソフトは常に最新のデータに更新（アップデート）したものを使用すること。

		68																				(4)電子媒体の表面には、「使用したウイルス対策ソフト名」、「ウイルス（パターンファイル）定義年月日またはパターンファイル名」、「チェック年月日（西暦表示）」を明記すること。

		69				3. 適用法令・基準

		70																				本工事の設計施工にあたっては、遵守するべき関係法令及び基準等（いずれも最新版とする）等を以下に示す。

		71				(1)法令等

		72																				1) 建築基準法（昭和25年法律第201号）

		73																				2) 建設業法（昭和24年法律第100号）

		74																				3) 建築士法（昭和25年法律第202号）

		75																				4) 都市計画法（昭和43年法律第100号）

		76																				5) 消防法（昭和23年法律第186号）

		77																				6) 墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）

		78																				7) 景観法（平成16年法律第110号）

		79																				8) 宅地造成法（昭和36年法律第191号）

		80																				9) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）

		81																				10) 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）

		82																				11) 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）

		83																				12) 悪臭防止法（昭和46年法律第91号）

		84																				13) 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）

		85																				14) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

		86																				15) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）（平成18年法律第91号）

		87																				16) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）（平成12年法律第104号）

		88																				17) 資源の有効な利用の促進に関する法律（ラージリサイクル法）（平成3年法律第48号）

		89																				18) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管法）（昭和45年法律第20号）

		90																				19) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネルギー法）（昭和54年法律第49号）

		91																				20) 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）

		92																				21) 労働基準法（昭和22年法律第49号）

		93																				22) 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

		94																				23) 電波法（昭和25年法律第131号）

		95																				24) ガス事業法（昭和29年法律第51号）

		96																				25) 電気事業法（昭和39年法律第170号）

		97																				26) 電気設備に関する技術的基準を定める省令（平成9年通商産業省令第52号）

		98																				27) 地方自治法（昭和22年法律第67号）

		99																				28) 駐車場法（昭和32年法律第106号）

		100																				29) 騒音規制法（昭和43年法律第98号）

		101																				30) 振動規制法（昭和51年法律第64号）

		102																				31) 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）

		103																				32) 官公庁施設の建設等に関する法律（昭和26年法律第181号）

		104																				33) 石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号）

		105																				34) 健康増進法（平成14年法律第103号）

		106																				35) 危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）

		107																				36) 火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針（平成12年3月火葬場から排出されるダイオキシン削減対策検討会答申）

		108																				37) その他関連法令等

		109				(2)条例等

		110																				1) 大分県建築基準法施行条例（昭和47年条例第32号）

		111																				2) 大分県地球温暖化対策推進条例（平成20年条例第44号）

		112																				3) 日出町環境保全条例（平成17年条例第24号）

		113																				4) 別府市墓地、埋葬等に関する法律施行条例（平成12年３月29日条例第16号）

		114																				5) 杵築市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成17年10月1日条例第116号）

		115																				6) 日出町墓地、納骨堂、火葬場の経営の許可等に関する条例（平成19年７月５日条例第20号）

		116																				7) 大分県福祉のまちづくり条例

		117																				8) 別府市障害のある人もない人も安心して安全に暮らせる条例（ともに生きる条例）

		118																				9) その他の関連条例等

		119				(3)設計基準、仕様書等

		120																				1) 官庁施設の基本的性能基準及び同解説

		121																				2) 建築設計基準及び同解説

		122																				3) 建築構造設計基準及び同解説

		123																				4) 建築設備設計基準

		124																				5) 建築設備計画基準・同要領

		125																				6) 公共建築工事標準仕様書 建築工事編

		126																				7) 公共建築工事標準仕様書 電気設備工事編

		127																				8) 公共建築工事標準仕様書 機械設備工事編

		128																				9) 公共建築改修工事標準仕様書 建築工事編

		129																				10) 公共建築改修工事標準仕様書 電気設備工事編

		130																				11) 公共建築改修工事標準仕様書 機械設備工事編

		131																				12) 建築工事監理指針

		132																				13) 電気設備工事監理指針

		133																				14) 機械設備工事監理指針

		134																				15) 建築設備耐震設計・施工指針

		135																				16) 建築工事標準詳細図

		136																				17) 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

		137																				18) 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

		138																				19) 建築工事安全施工技術指針・同解説

		139																				20) 建築物解体工事共通仕様書・同解説

		140																				21) 土木工事標準仕様書

		141																				22) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説

		142																				23) 平成9年版排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説

		143																				24) 公共建築工事積算基準

		144																				25) 建築保全業務共通仕様書

		145																				26) 官庁施設の環境保全性基準

		146																				27) 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準

		147																				28) 火葬場の建設維持管理マニュアルカソウバケンセツイジカンリ

		148																				29) 大分県建築設計業務委託共通仕様書

		149																				30) 大分県建築工事特記仕様書（新営）

		150																				31) 大分県建築工事特記仕様書（改修）

		151																				32) 大分県解体工事特記仕様書

		152																				33) 大分県電気設備工事特記仕様書

		153																				34) 大分県機械設備工事特記仕様書

		154																				35) 土木工事共通仕様書（大分県土木建築部・大分県農林水産部）

		155																				36) 大分県公共建築工事共通費積算基準

		156																				37) 敷地測量図

		157																				38) 地質調査報告書

		158																				39) その他関連する基準・指針等

		159				4. 要求水準の変更

		160				(1)要求水準等の変更事由

		161																				組合は、次の事由により、事業期間中に要求水準を変更する場合がある。

		162																				1)法令等の変更により業務内容が著しく変更されるとき。

		163																				2)災害・事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき、又は業務内容が著しく変更されるとき。

		164																				3)その他、業務内容の変更が特に必要と認められるとき。

		165				(2)要求水準の変更手続き

		166																				組合は、要求水準を変更する場合、事前に事業者に通知する。要求水準の変更に伴い、設計・建設工事請負契約書に基づく事業者に支払う委託料を含め設計・建設工事請負契約書の変更が必要となる場合、必要な契約変更を行うものとする。

		167				(3)事業完了時の要求水準

		168																				1)事業者は、事業完了時において、本施設のすべてが要求水準書で提示した性能及び機能を発揮でき、著しい損傷がない状態で組合へ引き渡すこと。

		169																				2)引き渡しに当たり、事業者は組合と協議のうえ日程を定め、組合の立会いの下に上記の状態の満足についての確認を受けること。

		170				5. 保証事項

		171																				本施設に採用する建材、設備、装置及び機器類は、本施設の目的達成のために必要な能力と規模を有し、かつ、管理運営経費の節減を十分考慮したものでなければならない。
本要求水準書等に明記されていないものであっても、要求水準達成のため、又は性能を発揮するために必要な設備等は事業者の負担で整備すること。

		172				(1)保証事項ホショウジコウ

		173																				1)保証期間は部分引渡しした時点より2年とする。

		174																				2)保証期間中は、すべての機器の性能及び能力を保証するものとする。ホショウ

		175																				3) 保証期間中に必要な消耗品等操業に必要なものは事業者の負担で備えるものとする。なお、セラミックファイバーは保証期間中1回塗り替えること。

		176																				4)性能保証期間中に生じた設計・施工及び材料並びに構造上の欠陥によるすべての破損及び故障等は、事業者の負担により速やかに補修、改造又は交換しなければならない。セイノウ

		177																				5)本要求水準書に記載された火葬・冷却時間、運転回数能力及び公害防止基準を遵守するものとし、保証書を提出すること。この場合、組合が提示した火葬重量と異なっていても、火葬時間を除き、この性能は保証されるものとすること。ホショウショテイシュツ

		178				(2)かし担保タンポ

		179																				1) 本施設のかし担保期間は引渡し後2年間とする。

		180																				2) 防水工事等については下記のとおりとし、保証書を提出する

		181																				① アスファルト防水

		182																				　ア コンクリート（モルタル）保護アスファルト防水　10年保証

		183																				　イ 断熱アスファルト防水　　　　　　　　　　　　　10年保証

		184																				　ウ 露出アスファルト防水　　　　　　　　　　　　　10年保証

		185																				　エ 浴室アスファルト防水　　　　　　　　　　　　　10年保証

		186																				② 合成高分子ルーフィング防水　　　　　　　　　　　10年保証

		187																				③ 塗膜防水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年保証

		188																				④ モルタル防水　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年保証

		189																				⑤ く体防水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年保証

		190																				⑥ 仕上塗材吹き付け　　　　　　　　　　　　　　　　５年保証

		191																				⑦ シーリング材　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年保証

																		ア　タッチパネル式表示・操作機能
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第２章





		要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1		第2章　業務執行に関する要求水準ギョウムシッコウカンヨウキュウスイジュン

		2		第1節　 事前調査業務ジゼンチョウサギョウム

		3																				(1)本事業で必要と思われる調査について、事業者は、関係機関と十分協議を行ったうえで実施すること。なお、調査を実施する際は、調査前に組合と協議すること。

		4																				(2)既存施設の供用と本施設整備工事で必要となる電力を調査、検討すること。

		5																				(3)テレビ電波障害の調査（2地点程度）を着工前及び完成後に行うこと。チテンテイド

		6																				(4)調査を行うために申請手続きが必要な場合は、適宜、実施すること。

		7																				(5)調査を行うにあたっては、必要に応じて住民説明を行う等、近隣に配慮して業務を進めること。

		8		第2節　 設計業務セッケイギョウム

		9				1. 基本的事項

		10																				(1)事業者は、本要求水準書、事業提案書等に基づき、施設を整備するために必要な基本設計と実施設計を行うこと。ジギョウ

		11																				(2)建築確認申請等設計に伴い必要な法的手続き等は、事業者の責任により実施する。

		12																				(3)ボーリング調査は、組合において実施しており、事業者の責任において当該調査報告書の内容を必要に応じて解釈するとともに、利用すること。また、事業者が必要とする場合に自らの費用負担で地質調査を行うことは差し支えない。

		13																				(4)設計対象の範囲は、解体・撤去・仮設工事を含むすべての工事範囲を対象とする。

		14																				(5)火葬棟と待合棟の改修に伴い耐震診断を実施し、必要に応じて補強を行うこと。改修後の耐震診断の目標値はIso≧0.80、ＣＴＵ・ＳＤ≧0.40（U=1.33）とする。なお、改修後の耐震診断について公的機関による評価を得ること。

		15				2. 設計計画書の提出セッケイケイカクショテイシュツ

		16																				(1)事業者は設計業務着手前に、設計業務の実施体制等を含む設計計画書を作成し、組合に提出して承認を得ること。セッケイギョウムジッシタイセイナド

		17																				(2)設計業務の実施体制には、責任者を配置した設計体制を定め、明記すること。

		18				3. 設計内容の協議等セッケイナイヨウキョウギナド

		19																				組合は、事業者に設計（基本設計、実施設計）の検討内容について、随時報告を求めることができるものとする。設計は、契約時の要求水準を基に、組合と十分に協議を行い、実施するものとする。ズイジホウコクモト

		20				4. 進捗状況の管理シンチョクジョウキョウカンリ

		21																				設計の進捗管理を事業者の責任において実施すること。

		22				5. 設計の変更についてセッケイヘンコウ

		23																				(1)原則として事業提案書の変更は認めないものとする。ただし、組合の指示により変更する場合はこの限りではない。なお、設計の変更について詳細は設計・建設工事請負契約書において定める。ジギョウ

		24																				(2)設計期間中、本要求水準書及び事業提案書に適合しない箇所が発見された場合及び本施設の機能を全うすることが出来ない箇所が発見された場合は事業者の負担において改善変更行うものとする。ジギョウ

		25																				(3)基本設計図書及び実施設計図書に対して部分的な変更を必要とする場合には、同等以上の機能が確保できる場合において、組合の指示または承諾を得て変更することができる。

		26				6. 業務の報告及び設計図書等の提出ギョウムホウコクオヨセッケイトショナドテイシュツ

		27																				(1)事業者は、設計計画書に基づき定期的に組合に対して設計業務の進捗状況の説明及び報告を行うとともに、基本設計及び実施設計の完了時に、以下に示す設計図書等を組合に提出して承諾を得ること。全ての電子ファイル一式を提出すること。図面データはjww形式とし、その他データ形式については協議によるものとする。なお著作権が生じるものについては、組合に帰属させるものとする。カンリョウ

		28						1) 基本設計

		29																				① 設計図　　　　　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		30																				② パース図　　　　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		31																				③ 基本設計説明書　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		32																				④ 意匠計画概要書　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		33																				⑤ 構造計画概要書　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		34																				⑥ 設備計画概要書　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		35																				⑦ 工事費概算書　　　　　              　  5部（内縮刷版 3部）

		36																				⑧ 諸官庁協議書、打合議　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		37																				⑨ 地質調査報告書　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		38																				※地質調査報告書は、組合が提供したもの以外に事業者が独自に調査を行った場合のみ提出すること。

		39						2) 実施設計

		40																				① 建築関係ケンチクカンケイ

		41																				　ア 図面

		42																				　　a  建築各階平面設計図　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		43																				　　b  建築立面図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		44																				　　c  建築断面図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		45																				　　d  建築意匠図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		46																				　　e  建築構造図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		47																				　　f  電気・電話設備設計図　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		48																				　　g  機械設備設計図　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		49																				　　h  外構設計図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		50																				　　i  透視図（異なる２視点から各１葉）　　2部

		51																				　　j  鳥瞰図（異なる２視点から各１葉）　　2部

		52																				　イ 各種計算書（構造計算書含む）　　　　　5部

		53																				　ウ 耐震診断判定書・評価書、報告書　　　　5部タイシンシンダンハンテイショヒョウカショホウコクショ

		54																				　エ 備品リスト・カタログ　　　　　　　　　5部ブ

		55																				　オ 工事仕様書（仮設計画、安全計画を含む）5部ブ

		56																				　カ 工事工程表　　　　　　　　　　　　　　5部ブ

		57																				　キ 内訳書（各工事別内訳明細書）　　　　　5部ブ

		58																				　ク その他指示する図書

		59																				② 炉設備関係ロセツビ

		60																				　ア 図面

		61																				　　a  配置図、平面図、断面図、立面図　　　5部（内縮刷版 3部）

		62																				　　b  主要機器組立図、断面図　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		63																				　　c  計装系統図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		64																				　　d  電気設備図　　　　　　　　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		65																				　　e  運営・支援システム設計図　　　　　　5部（内縮刷版 3部）

		66																				　イ 各種計算書　　　　　　　　　　　　　　5部

		67																				　ウ 工事仕様書（仮設計画、安全計画を含む）5部

		68																				　エ 工事工程表　　　　　　　　　　　　　　5部

		69																				　オ 内訳書（各工事別内訳明細書）　　　　　5部

		70																				　カ 諸官庁協議書、打合せ議事録　　　　　　5部

		71																				　キ その他指示する図書

		72																				③ 実施設計説明書　　　　　　　　　　　　　5部ブ

		73																				④ 各種申請等関係図書　　　　　　　　　　　5部ブ

		74																				⑤ 諸官庁協議書、打合せ議事録　　　　　　　5部ブ

		75						(2)留意事項

		76																				1) 事業者は、設計・建設工事請負契約書に基づき、設計業務着手届、業務工程表及び主任技術者届（設計経歴書を添付）を提出すること。セッケイギョウムギョウムオヨセッケイケイレキショテンプ

		77																				2) 基本設計は、単なる建築物の全体像を概略的に示す程度の業務とせず、実施設計に移行した場合に各分野の業務が支障なく進められるものとすること。

		78																				3) 基本設計において、主要な寸法、おさまり、材料、技術等の検討を十分に行い、空間と機能のあり方に大きな影響を与える項目について、基本方針と解決策が盛り込まれた内容とすること。

		79																				4) 基本設計完了後、設計内容が本要求水準書及び事業提案書に適合していることについて組合の確認を受け、実施設計業務に移ること。ジギョウ

		80																				5) 実施設計は、工事の実施に必要かつ事業者が工事費内訳明細書を作成するために十分な内容とするものとする。

		81																				6) 内訳書（各工事別内訳明細書）は部分払い及び工事設計変更等のため、十分なものを作成すること。

		82																				7) 基本設計図書及び実施設計図書には、炉の部分引渡しをする範囲を明示すること。キホンセッケイトショオヨジッシセッケイトショロブブンヒキワタハンイメイジ

		83																				8) 実施設計完了後、設計内容が本要求水準書及び事業提案書に適合していることについて組合の確認を受け、建設業務に移ること。ジギョウ

		84		第3節　 建設業務ケンセツギョウム

		85				1. 基本的事項

		86																				各種関連法令等を遵守し、本要求水準書、設計・建設工事請負契約書、設計図書、事業提案書等に基づき、施設の建設工事及び関連業務を行う。ジギョウ

		87				2. 基本要件キホンヨウケン

		88																				(1)工事は本施設の運営を停止することなく実施するものとする。

		89																				(2)工事期間中、火葬炉設備の更新のための2基のみ操業を停止することを可とする。7基以上は操業できるようにするものとし、運営への影響を考慮した工事工程とすること。セツビコウシン

		90																				(3)工事中は本施設の利用者、組合職員及び従業員の安全確保及び快適な利用に十分配慮すること。施設の運営に影響が予測される場合には組合と協議をすること。

		91																				(4)騒音、振動、悪臭、公害、粉じん発生、交通渋滞、工事関係車両（通勤車両含む）の走行経路、その他建設工事が近隣の生活環境に与える影響を勘案し、合理的に要求される範囲の近隣対応を実施すること。事業者は組合に対して、事前及び事後にその内容及び結果を報告すること。

		92																				(5)工事関係車両（通勤車両含む）は平道地区から敷地北側に接続する町道（町道豊岡新道線）は使用しないこと。

		93																				(6)施設営業時間は騒音等の発生する工事の実施は避けること。

		94																				(7)原則として工事中に第三者に及ぼした損害については、事業者が責任を負うものとする。

		95																				(8)工事に伴い必要な準備等は全て事業者が行うものとする。

		96																				(9)工事に伴い必要となる有資格者を関係法令等に則り適切に配置すること。

		97																				(10)資材の仮置場、仮設事務所の設置場所及び工事用車両の駐車スペース用地は、組合の承諾を受けて設置する。なお、現場事務所や資材置き場等のために敷地周辺の組合所有の土地を、組合と協議の上使用することを可とする。ただし、使用した土地は事業完了時に現状復旧して返却すること。クミアイ

		98																				(11)現場事務所には、監督員事務所（約30㎡）を設ける。空調設備、電気設備及び工事用電話（インターネット回線（ブロードバンド対応））を設け、光熱水費、電話料金、通信料金等は、請負者の負担とする。また、執務に必要な図書、事務機器（パソコンシステム、FAX付コピー機等を含む。）、什器類も請負者が用意する。なお、工程会議等を行うための会議室を別途設ける。

		99				3. 着工前の業務チャッコウマエギョウム

		100				(1)準備調査等ジュンビチョウサナド

		101																				着工に先立ち、近隣住民との調整、既存施設の運営委託業者との調整等を十分に行い、工事の円滑な進行と近隣の理解及び安全を確保すること。

		102				(2)施設計画書等の提出シセツケイカクショナドテイシュツ

		103																				1) 事業者は、建設工事着工前に詳細工程表を含む総合施工計画書を作成し、次の書類とともに工事監理者の承諾を得たうえ、組合に提出すること。

		104																				2) 使用する書式は組合指定の様式に拠ること。ただし、組合と協議のうえ、これに拠らないことができるものとする。

		105																				① 工事実施体制

		106																				② 工事着工届（工程表を添付）

		107																				③ 現場代理人、主任技術者若しくは監理技術者及び専門技術者届（経歴書を添付）シュニンギジュツシャモオヨセンモンギジュツシャ

		108																				④ 仮設計画書

		109																				⑤ 総合施工計画書

		110																				⑥ 使用材料一覧表

		111																				⑦ 工事下請負届

		112																				⑧ 工事施工に必要な届出等

		113																				⑨ その他、組合が公共工事の適切な管理のために定める工事関係書類

		114				4. 建設期間中の業務ケンセツキカンチュウギョウム

		115				(1)建設工事ケンセツコウジ

		116																				1) 事業者は工事現場に工事記録を常に整備すること。

		117																				2) 組合は、事業者が行う工程会議に立会うことができるとともに、何時でも工事現場での施工状況の確認を行うことができるものとする。

		118																				3) 周辺地域に万が一悪影響を与えた場合は、事業者の責めにおいて苦情処理等に対応すること。

		119																				4) 施設利用者や近隣住民、組合職員、従業員等の安全確保できるよう仮囲い及び出入口ゲートを設置し、施工期間中の維持管理を十分に行う。なお、素材・意匠等については周辺環境との調和を図る。

		120																				5) 工事用車両の出入口には、交通誘導員を配置し、一般通行者の安全を図る。ユウドウインハイチ

		121																				6) 工事から発生した廃棄物等については、法令等に定められたとおり適正に処理すること。

		122																				7) 工事により発生する廃材等について、その再生可能なものについては、積極的に再利用を図ること。

		123																				8) 隣接する道路等に損傷を与えないよう留意し、工事中に汚損、破損した場合の修繕及び補償は、事業者の負担において行うこと。

		124																				9) 工事期間中は火災や地震等の災害に対する事前対応を実施し、万一火災、災害等が発生した場合には、適切な事後対応を実施し、関係者の安全確保に努めるとともに、組合の災害対策に必要な支援・協力を実施すること。なお、建設期間中の不可抗力による追加費用等の負担に関しては、設計・建設工事請負契約書にて詳細を示すものとする。

		125																				10) 本施設の運営を継続しながらの工事であるため、工事が完了し、供用を開始する部分ごとに組合による確認を受けること。

		126																				11) 事業者は、建設期間中には次の書類 を工事監理者の承諾を得たうえで、当該事項に応じて遅滞なく組合に提出すること。

		127																				① 施工承諾図（仕様書、機器詳細図（組立図、断面図、主要部分図、付属品図)、塗装仕様、予備品消耗品仕様、計算書等）

		128																				② 施工要領書（搬入要領、据付要領等)

		129																				③ 検査要領書

		130																				④ 施工図（各種詳細施工図面等）

		131																				⑤ 計算書、検討書

		132																				⑥ 各種機器承諾願の写し

		133																				⑦ 残土処分計画書

		134																				⑧ 産業廃棄物処分計画書

		135																				⑨ 主要工事施工計画書

		136																				⑩ 生コン配合計画書

		137																				⑪ 各種試験結果報告書

		138																				⑫ 各種出荷証明

		139																				⑬ マニュフェスト管理台帳（原本との整合を工事監理者が確認済みのもの）

		140																				⑭ 工事記録

		141																				⑮ 工事履行報告書及び実施工程表

		142																				⑯ 段階確認書及び施工状況把握報告書

		143																				⑰ 工事打合せ簿

		144																				⑱ その他、組合が公共工事の適切な管理のために定める工事関係書類

		145				5. 完成後の業務カンセイアトギョウム

		146				(1)完成自主検査及び組合による完成検査

		147						1) 完成自主検査等

		148																				事業者は工期内に次の規定に即して以下の検査を実施し、全ての業務（第2章第4節～第6節の業務を含む）を完了させること。ただし、それらの規定のうち該当する業務内容がない部分については、これを適用しない。なお、建設期間中に部分引渡ししたものも含めすべての工事範囲を対象に完成自主検査等を実施するものとする。

		149								① シックハウス対策の検査

		150																				ア 事業者は組合による完成検査に先立ち、建築工事監理指針に基づき、炉室及び炉前ホールを除く居室におけるホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及び揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、その結果を組合に報告すること。

		151																				イ 測定値が、厚生省生活衛生局長通知「室内空気中化学物質の室内濃度指針値及び標準的測定法について」に定められる値を上回った場合、事業者は、自己の責任及び費用負担において、組合の完成検査等までに是正措置を講ずること。

		152																				ウ 既存施設における当該物質の室内濃度を把握するため、着工前に同様の検査を実施すること。その検査結果によっては、改修後の測定結果が基準値を上回る場合であっても協議により認めるもとする。

		153								② 完成自主検査等

		154																				ア 事業者は、本施設の完成自主検査及び機器・器具の試運転検査等を実施すること。

		155																				イ 完成自主検査及び機器・器具の試運転検査等の実施については、それらの実施日の14 日前に組合に書面で通知すること。

		156																				ウ 組合は、事業者が実施する完成自主検査及び機器・器具の試運転等に立会うことができるものとする。

		157																				エ 事業者は、組合に対して完成自主検査、機器・器具の試運転等の結果を必要に応じて検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告すること。

		158						2) 組合による完成検査等クミアイカンセイケンサトウ

		159																				事業者は全ての業務（第2章第4節～第6節の業務を含む）が完了したことを組合に通知し、次の規定に即して組合による完成検査を受けること。なお、建設期間中に部分引渡ししたものも含めすべての工事範囲を対象に完成検査等を実施するものとする。

		160																				① 組合は、事業者による完成自主検査、法令による完成検査及び機器・器具の試運転検査の終了後、本施設について完成検査を実施するものとする。

		161																				② 組合は、事業者の立会いの下で、完成検査を実施するものとする。

		162				(2)完成図書の提出トショテイシュツ

		163																				事業者は、組合による完成検査に必要な次の完成図書を工事監理者の承諾を得たうえで、提出すること。電子データも併せて提出すること。図面データはjww形式とし、その他データ形式については協議によるものとする。著作権が生じるものについては組合に帰属させるものとする。

		164						1) 建築工事関係

		165																				① 竣工図

		166																				　ア 金文字製本（A4版）　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		167																				　イ 見開き製本（見開きA1版）　　　　　　　　　　　　　3部

		168																				　ウ 縮刷版見開き製本（見開きA3版）　　　　　　　　　　3部

		169																				② 竣工原図（マイラー）、電子データ　　　　　　　　　　1部

		170																				③ 縮小版原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		171																				④ 同上製本版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		172																				⑤ 取扱説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		173																				⑥ 工事写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部

		174																				⑦ 工事保証書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		175																				⑧ 施工承諾書（見開き製本）　　　　　　　　　　　　　　3部

		176																				⑨ 構造計算書、確認申請等　　　　　　　　　　　　　　　3組クミ

		177						2) 建築付帯電気設備工事関係ケンチクフタイデンキセツビコウジカンケイ

		178																				① 竣工図

		179																				　ア 金文字製本（A4版）　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		180																				　イ 見開き製本（見開きA1版）　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		181																				　ウ 縮刷版見開き製本（見開きA3版）　　　　　　　　　　3部ブ

		182																				② 竣工原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		183																				③ 縮小版原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		184																				④ 取扱説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		185																				⑤ 機器台帳（記入済）　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		186																				⑥ 機器履歴台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		187																				⑦ 予備品、消耗品台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		188																				⑧ 工事写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部ブ

		189																				⑨ 工事保証書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		190																				⑩ 検査及び試験成績書　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		191																				⑪ 計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3組クミ

		192						3) 建築付帯機械設備工事関係

		193																				① 竣工図

		194																				　ア 金文字製本（A4版）　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		195																				　イ 見開き製本（見開きA1版）　　　　　　　　　　　　　3部

		196																				　ウ 縮刷版見開き製本（見開きA3版）　　　　　　　　　　3部

		197																				② 竣工原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		198																				③ 縮小版原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		199																				④ 取扱説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		200																				⑤ 機器台帳（記入済）　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		201																				⑥ 機器履歴台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		202																				⑦ 予備品、消耗品台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		203																				⑧ 工事写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部

		204																				⑨ 工事保証書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部

		205																				⑩ 検査及び試験成績書　　　　　　　　　　　　　　　　　3部

		206																				⑪ 計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3組クミ

		207						4) 什器・備品関係ジュウキビヒンカンケイ

		208																				① 什器・備品配置票　　　　　　　　　　　　　　　　　　一式イチシキ

		209																				　ア 金文字製本（A4版）　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		210																				　イ 見開き製本（見開きA1版）　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		211																				　ウ 縮刷版見開き製本（見開きA3版）　　　　　　　　　　3部ブ

		212																				② 備品リスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		213																				③ 備品カタログ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		214																				④ 完成自主検査調書（事業者によるもの）            　　3部ブ

		215																				⑤ 揮発性有機化合物の測定結果　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		216																				⑥ 完成写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部ブ

		217						5) 火葬炉設備関係カソウロセツビカンケイ

		218																				① 竣工図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		219																				　ア 金文字製本（A4版）　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		220																				　イ 見開き製本（見開きA1版）　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		221																				　ウ 縮刷版見開き製本（見開きA3版）　　　　　　　　　　3部ブ

		222																				② 竣工原図（マイラー）、電子データ　　　　　　　　　　1部ブ

		223																				③ 縮小版原図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		224																				④ 同上製本版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		225																				⑤ 各種届出及び許可書　　　　　　　　　　　　　　　　　2部ブ

		226																				⑥ 各種試験成績表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		227																				⑦ 取扱説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		228																				⑧ 試運転報告書（予備性能試験含む）　　　　　　　　　　4部ブ

		229																				⑨ 引き渡し性能試験報告書　　　　　　　　　　　　　　　4部ブ

		230																				⑩ 単体機器試験成績書　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		231																				⑪ 機器台帳（記入済）及び機器履歴台帳　　　　　　　　　1部ブ

		232																				⑫ 予備品、消耗品台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		233																				⑬ 工事写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部ブ

		234																				⑭ 工事保証書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部ブ

		235																				⑮ 構造計算書、確認申請等　　　　　　　　　　　　　　　2組クミ

		236						6) 事業完了後30年間の点検・整備計画書
　　（機器更新費含む。）ジギョウカンリョウゴネンカンテンケンセイビケイカクショキキコウシンヒフク														 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		237						7) 工事完了届コウジカンリョウトドケ														 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		238						8) 完成写真カンセイシャシン														 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		239						9) その他組合が定める工事関係書類一式ホカクミアイサダコウジカンケイショルイイッシキ														 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3部ブ

		240																				（3）完成写真の著作権等については、以下のとおりとする。

		241																				1) 事業者は、組合による完成写真の使用が、第三者の有する著作権を侵害するものでないことを組合に対して保証する。事業者は、かかる完成写真が第三者の有する著作権等を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないときは、事業者がその賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずること。

		242																				2) 事業者は、完成写真の使用について次の事項を保証すること。

		243																				① 完成写真は、組合が行う事務、組合が認めた公的機関の広報等に、無償で使用することができるものとする。この場合において、著作権名を表示しないことができるものとする。

		244																				② 事業者は、あらかじめ組合の承諾を受けた場合を除き、完成写真が公表されないようにし、かつ、完成写真が組合の承諾しない第三者に閲覧、複写又は譲渡されないようにすること。

		245		第4節　 各種申請等業務カクシュシンセイナドギョウム

		246																				(1)本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び設計・建設工事請負契約書で示す法令及びその他関係法令で必要な申請がある場合は、事業実施に支障がないよう、各種申請等を適切に実施すること。ホンセッケイケンセツコウジウケオイ

		247																				(2)工事内容により関係官庁へ認可申請、報告、届出などの必要がある場合には、事業者はその手続を速やかに行い、組合に報告すること。組合は、事業者からの要請があった場合、必要に応じて資料の提供その他の協力を行う。

		248																				(3)申請や届出に係る手数料を含む諸費用は事業者の負担とする。

		249																				(4)組合が本事業を実施するうえで必要な申請を行う際、事業者は必要な協力を行うこと。

		250		第5節　 稼働準備業務カドウジュンビギョウム

		251																				供用開始後支障なく稼働するように、従業員の研修等を含めた稼働準備業務を行うこと。なお、これらに必要となる資材及び消耗品等の調達については、事業者の負担とする。

		252		第6節　 その他施設整備上必要な業務タシセツセイビウエヒツヨウギョウム

		253																				本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び設計・建設工事請負契約書で示す内容を満たすうえで、その他に施設整備上必要な業務がある場合は、本事業実施に支障がないよう、適切に実施すること。セッケイケンセツコウジウケオイ





秋草葬斎場設備等改修事業
要求水準書に対する設計仕様書（様式5-4）
&A(&P/&N)　




第３章（1-2節）





		要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1		第3章　施設整備に関する要求水準

		2		第1節　 基本要件

		3				1. 基本的事項テキジコウ

		4																				（１）本要求水準書では基本的事項を定めるものであり、これを上回って設計・建設することを妨げるものではない。設計・建設に際しては、組合の意図を反映させ、機能性、経済性の高い合理的計画とすること。

		5																				（2）本要求水準書に明記されていない事項であっても、施設の性能及び機能を発揮するために必要と思われるものについては、全て事業者の責任において補足・完備させなければならない。

		6																				（3）本要求水準書の図・表などで「（参考）」と記載されたものは、一例を示すものである。事業者は「（参考）」と記載されたものについて、補足・完備させなければならない。

		7																				（4）本要求水準書のうち[　]書きで仕様が示されていないものは、事業者の提案によるものとする。

		8				2. 基本方針

		9																				(1)既存施設の火葬炉９基を全て更新し、大型炉１基、標準炉８基を整備する。

		10																				(2)火葬炉設備の更新に伴い高度排ガス処理設備を導入する。高度排ガス処理設備のための施設（以下、増築棟という）を増築し、環境への影響を低減した施設とする。

		11																				（3）運営や維持管理における作業性、効率性、経済性を考慮した建築物、建築設備、火葬炉とする。

		12																				（4）既存施設の運営を継続したまま施工するため、既存施設の利用者の安全性、快適性を確保し、運営への影響を最小限とできるよう配慮する。

		13																				(5)プライバシーに配慮された快適に利用できる機能的なレイアウトや意匠性、耐久性や維持管理性に留意した合理的な施設とする。

		14																				(6)高齢者や障がいのある人を含むすべての人が安全かつ安心して利用できるように、ユニバーサルデザインの理念に基づいた施設とする。

		15																				(7)外壁及び屋根の断熱性及び断熱性の高い建具の採用、省エネ機器の採用等、省エネルギー化、省資源化、ライフサイクルコストの低減に配慮した施設とする。

		16																				(8)本施設で災害応急対応活動等を円滑に行うため、災害に強い非構造部材、構造、建築設備を有した施設とする。

		17																				(9)基本設計時には、図面及び現地にて詳細な調査を行い、最適な計画とすること。

		18																				(10)増築及び改修にあたっては、関係機関と協議し、法令を遵守した設計を行うこと。

		19																				(11)施工に伴い撤去するものは、法令に準拠し適切に処分すること。

		20		第2節　 建築工事要件

		21				1. 基本的事項

		22																				(1)高度排ガス処理設備を収容するための増築棟を火葬棟の北側に整備する。

		23																				(2)火葬棟と構造的に分離し、構造的な既存遡及を受けない構造とする。

		24																				(3)景観に配慮した外観とし、建物高さをできるだけ低くするものとする。

		25																				(4)敷地境界及び待合棟への騒音を十分配慮した機器配置やガラリ、消音対策を実施すること。

		26																				(5)機器の配管・配線の接続には十分な余裕及び柔軟性をもたせ、配管、配線、ダクト類の占めるスペースや機器の保守点検に必要な空間も考慮した施工とすること。

		27																				(6)火葬棟、待合棟は遺族や会葬者の心情に配慮した棺の到着から告別、収骨、退館までのふさわしい計画とするためのレイアウト変更を行う。

		28																				(7)火葬棟、待合棟及び増築待合棟の内装及び外装、外構の劣化した意匠及び設備を改修し、美観及び維持管理性に優れるものとする。なお、増築待合棟の内装については、設備更新に伴う内装改修を主とする。

		29																				(8)建築工事にあたり、施設の運営の継続に支障のないよう配慮すること。やむ負えず部分的に諸室の利用や設備の利用が制限される場合は、組合と協議の上、運営に支障をきたさない施工とすること。

		30																				(9)既存施設については、別途交付する「添付資料-4及び5　既存施設設計図」を参照すること。交付の方法は入札説明書による。

		31				2. 増築工事

		32				(1)整備諸室

		33						1) 灰収集室

		34																				① 飛灰、焼却灰を集塵機により収集する機器を設置し、各々の灰を分別して保管できるスペースを設ける。

		35																				② 振動、騒音対策を行い、又臭気を防ぐために換気設備には脱臭装置を設置する。

		36						2) 集塵機室

		37																				① 大型の高性能集塵機、排風機等を設置する。

		38																				② 振動、騒音対策を行い、各機器更新による積載荷重を検討すること。また、将来的に機器のメンテナンス、更新を考慮した空間とする。

		39						3) 燃料供給室

		40																				① 火葬炉設備への燃料供給機器を設置する室とする。

		41																				② 燃料供給設備は故障を考慮し、複数台用意し、消防法の対策を行うこと。

		42						4) 非常用発電機室・電気室

		43																				① 非常用発電機及び受変電設備等を設ける室とする。

		44																				② 振動、騒音対策行い、将来的なメンテナンス、更新を考慮した計画とする。

		45						5) 便所

		46																				① 従業員の便所を男女別で設ける。

		47																				② 各便所に便器を1基以上設ける。

		48																				③ 洗面台を1基設ける。

		49						6) シャワー室

		50																				① 従業員のシャワー室を男女別に各1室設ける。

		51																				② ユニット型シャワー（90×90程度）を男女別に各１基設け、隣接して男女別に脱衣室を設ける。ダンジョベツ

		52																				③ 脱衣室には洗面台、脱衣棚を設ける。

		53						7) 倉庫

		54																				① 火葬設備のメンテナンス品、予備品、台車等を保管、管理する室とする。

		55																				② 火葬棟への動線など物品の搬入出の利便性を考慮した配置とする。

		56																				③ 倉庫にはラックを設ける。

		57																				表 2-1　排ガス棟の計画（参考）ハイトウケイカクサンコウ

		58				(2)構造計画コウゾウケイカク

		59																				1) 構造については、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省）」に準拠するものとし、地震力に対し構造耐力上安全であり、大地震発生時に対して十分な耐力的余裕を確保すること。

		60																				表 2-2　耐震安全性の分類

		61																				2)「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省）」において、建築設備の耐震安全性の分類は「特定の施設」とすること。

		62																				3)増築棟の構造は鉄骨造とすること。

		63																				4)各機器の設置について、周辺機器との関連を考えるとともに、構造物に強固に据え付け、機器の配管・配線の接続には十分な余裕及び柔軟性を持たせること。

		64																				5)建築物は上部・下部構造とも十分な強度及び剛性を有する構造とすること。

		65																				6)増築棟は火葬棟とエキスパンションジョイントにて躯体を分離すること。

		66				3. 改修工事

		67				(1)諸室レイアウトの変更

		68						1) 火葬棟

		69								① 整備方針

		70																				ア 複数の利用グループがいる場合も炉前ホール等で鉢合わせることのないよう、炉前の個別の告別室、収骨室等を整備する。

		71																				イ 火葬棟内の天井、壁、床等全ての内装及び照明、建具を更新する。

		72								② 整備諸室

		73																		ア エントランスホール

		74																				a  既存の車寄せを利用できるように利用者用出入り口を計画し、風除室を設ける。

		75																				b  既存の車寄せを利用できるように棺の受入動線を2か所設ける。

		76																				c  待合棟への渡り廊下に接続するものとする。

		77																				d  エントランスホールより各告別室及び収骨室に直接アクセスできること。

		78																		イ 告別室

		79																				a  い号炉及びろ号炉の前に「告別室A」、は号炉及びに号炉前に「告別室B」、ほ号炉及びへ号炉前に「告別室C」、と号炉、ち号炉及びり号炉前に「告別室D」の計4室設ける。

		80																				b  隣接する炉が見えないように可動間仕切りを設ける。

		81																				c  告別室A及び告別室B間、告別室C及び告別室D間は相互に行き来できるようそれぞれ扉を設ける。

		82																				d  4室の告別室は全てエントランスホールに面して扉を設ける。

		83																				e  告別室Dに隣接して準備室を設け、告別室Dより準備室を介し、収骨室へアクセスできるものとする。

		84																				f  告別室Aに隣接して安置室を設け、告別室Aよりアクセスできるものとする。

		85																		ウ 収骨室

		86																				a  収骨室を2室設ける。

		87																				b  告別室A及び告別室Dより準備室を介し、収骨室へアクセスできるものとする。

		88																				c  収骨室よりエントランスホールにアクセスできるものとする。

		89																				d  収骨室内の壁面に沿った備え付けのイスを設ける。

		90																		エ 準備室

		91																				a  準備室を2室設ける。

		92																				b  告別室A及びDより各収骨室に準備室を介してアクセスできるものとする。

		93																				c  各室にフードを設けること。

		94																		オ 安置室

		95																				a  告別室Aに面して設け、アクセスできるものとする。

		96																				b  遺体冷蔵庫を3台（1段式2台、2段式1台）設ける。

		97																				c  遺体冷蔵庫2段式1台を新調し、遺体冷蔵庫1段式2基は既存のものを利用するものとする。

		98																				d  監視室へアクセスできるものとする。

		99																		カ 炉室

		100																				a  現況の炉室部分を炉室として利用し、炉設備の更新に併せて適切に整備する。

		101																				b  炉室に面して監視室を設け、アクセスできるものとする。また、炉室には増築棟側及び渡り廊下よりアクセスできるものとする。

		102																		キ 監視室

		103																				a  炉室北側にある監視室は撤去し、監視室は炉室の西側に設ける。

		104																				b  監視室は炉室に面して設け、アクセスできるものとする。

		105																				c  執務机3台程度、書棚、ITVモニター、パソコン、プリンターを設置できるスペースを確保する。

		106																				d  床はOAフロアとする。

		107																				e  パソコン、コピー複合機の利用に配慮する。

		108																				f  監視室の一角に休憩ブースとして、6人掛けのテーブル及びミニキッチンを設ける。

		109																				g  安置室へアクセスできるものとする。

		110																		ク 倉庫

		111																				a  現況の機械室を撤去し、当該スペースを倉庫として利用する。なお、機械室の撤去はアスベストの撤去を含む。詳細は「第5節　解体・撤去・仮設工事要件」参照すること。

		112																				b  渡り廊下に面して扉を設ける。

		113																				c  倉庫内にはラックを設置する。

		114						2) 待合棟

		115								① 整備方針

		116																				ア 待合棟の全ての壁、天井、床等の内装及び劣化の著しい建具を更新する。

		117																				イ 待合ホールのレイアウトを変更し、洋室待合室を設ける。

		118								② 整備諸室

		119																		ア 洋式待合室

		120																				a  待合ホールの北側外壁沿いの一角に、可動仕切り壁を設け、待合室を１室増設する。

		121																				b  洋室の仕上げとし、イス座で利用できるようにする。

		122																				c  洋式待合室の増設に際しては、現状の待合ホールからの眺望を損なわないように配慮すること。

		123						3) 増築待合棟

		124								① 整備方針

		125																				ア 増築待合棟は、畳表の更新、空調や照明などの設備機器を更新するための天井仕上げ更新を行う。

		126																				イ 増築待合棟の諸室レイアウトの変更はしないものとする。

		127				(2)各種改修工事仕様

		128						1) 外壁躯体改修工事

		129								① 主要項目

		130																				ア 高圧洗浄

		131																				イ ひび割れ部、露筋部、浮き部の修繕

		132																				ウ 目地、シールの部の修繕

		133																				エ 下地調整

		134								② 特記事項

		135																				ア 現況の外壁躯体については、露筋、ひび割れが生じているため、高圧洗浄を行った上で、露筋部分のモルタル修繕、ひび割れ修繕を行う。

		136																				イ 外壁全面の打診検査を実施し、モルタル・躯体の浮きが生じている部分は補修を行う。

		137																				ウ ひび割れ部の修繕対象は、壁は幅0.15mmを超えるもの、その他は0.40mmを超えるものとする。

		138																				エ ひび割れの修繕工法はエポキシ樹脂注入工法とし、注入不可能な部分は組合と協議により対策すること。

		139																				オ 鉄筋の露出部及び躯体のうき部分は、鉄筋裏側まで削り出し、錆を落としてモルタルによる修繕を行う。削り部分の端部はフェザーエッジとならないようにし、鉄筋のかぶり厚さは法に準拠した寸法を確保すること。

		140																				カ 仕上げモルタルの浮いている部分ははつり落とし、再度モルタル仕上げ修繕を行う。

		141																				キ ハイウォッシャーにより外壁の汚れを清掃する。

		142						2) 外壁改修工事

		143								① 主要項目

		144																				ア 金属パネルカバー工法による外壁の更新

		145																				イ 吹付タイルによる外壁の更新

		146								② 特記事項

		147																				ア 現況の外壁の２丁掛けタイル、吹付タイル及びアクリルリシン吹付仕上げは劣化及び汚れが目立つため、利用者の目につく部分は金属パネルカバー工法により改修する。

		148																				イ 外壁改修の範囲及び仕様は「表2-3」及び別途交付する「添付資料-6　改修計画図」を参照すること。交付の方法は入札説明書による。

		149																				ウ 図面及び現地照査により各下地処理に適した機能性及び美観に優れた仕様とすること。

		150						3) 屋上防水改修工事

		151								① 主要項目

		152																				ア 改質アスファルトシート防水の更新

		153																				イ 笠木の更新

		154								② 特記事項

		155																				ア 劣化の著しい火葬棟・待合棟の屋上を対象に全面的に防水改修工事を行う。

		156																				イ 図面及び現地照査により各下地処理に適した機能性及び美観に優れた仕様とすること。

		157						4) 内装改修工事

		158								① 主要項目

		159																				ア 床仕上げの更新

		160																				イ 内壁仕上げのクロスの更新

		161																				ウ 天井仕上げの更新

		162																				エ 畳の更新

		163								② 特記事項

		164																				ア 火葬棟及び待合棟の床仕上げを全て更新する。

		165																				イ 増築待合棟の便所の床は、和式便器の洋式便器への変更に伴い、床仕上げを全て更新する。

		166																				ウ 火葬棟及び待合棟の内壁のクロスを全て更新する。

		167																				エ 火葬棟及び待合棟の天井仕上げを全て更新する。

		168																				オ 待合棟及び増築待合棟の待合室の畳表を全て更新する。

		169																				カ 内装仕上げは、表2-3を基本とする。

		170																				キ 図面及び現地調査により各下地処理に適した機能性及び美観に優れた仕様とする。

		171																				ク 改修部分については基本的に現状の下地を活かすものとし、必要に応じて適切な下地処理を施したうえで、仕上げを施工する。

		172						5) 建具改修工事

		173								① 主要項目

		174																				ア 外部アルミ建具の更新

		175																				イ 内部木製建具（開き戸）の更新

		176																				ウ 内部木製建具（障子戸）の更新

		177								② 特記事項

		178																				ア 火葬棟、待合棟の外部に面する建具は劣化が著しいため、全て更新する。

		179																				イ 火葬棟のレイアウト変更に伴い必要となる内部建具、事務室の木製建具を全て更新する。

		180																				ウ 待合棟・増築待合棟の待合室の障子戸を全て更新する。

		181																				エ 図面及び現地調査により各下地処理に適した機能性及び美観に優れた仕様とする。

		182				4. 仕上げ計画

		183																				(1)仕上げの選定にあたっては、各種基準、表 2-3及び表 2-4と同等以上にあることを原則とし、人生終焉の場としての相応しさに充分留意すること。

		184																				（2）維持管理についても留意し、清掃しやすく管理しやすい施設となるように配慮し、内外装については、使用材料はホルムアルデヒド等の有害物質が発生するおそれのあるものを避け、断熱方法・工法も十分検討し建物の耐久性を高めるよう努めること。

		185																				（3）施設案内板や室名札等のサインは、各室の使用目的や仕様条件を考慮し、それぞれの空間構成にふさわしい文字の大きさ、書体、色彩を考えたわかりやすい計画とすること。

		186																				（4）エントランス、告別室、炉前ホール、収骨室、待合室、トイレ等多数の利用者が利用する場所の仕上げ面は、質感のある材料を使用すること。

		187																				（5）床は滑り止めの加工を施すこと。

		188																				表 2-3　外部仕上げ表（参考）

		189																				表 2-4　内部仕上げ表（参考）

		190				5. 什器・備品計画

		191																				(1)以下の本施設の運営に必要な備品・什器を整備 すること。事業者は、什器・備品リストに示す備品に加え、本施設の運営において必要と考えられる備品等を提案すること。

		192																				1) 待合室（洋室）に机・いすを設けること。

		193																				2) 事務室の机、いす、ミーティングテーブル及びソファを更新すること。

		194																				3) 火葬業務に必要な告別室、収骨室、監視室等の什器・備品を設けること。

		195																				(2)整備にあたっては、各室ごとに必要な什器リスト案を作成し、組合と協議の上構造、仕様、数量を決定して整備すること。

		196																				(3)各火葬炉及び各室の運用の開始時には、付属する什器・備品を整備すること。

		197																				(4)備品の設置にあたっては、室内空間と調和し、豊かで潤いのある施設環境を形成するような備品の選定に努めること。

		198																				(5)備品は、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及び揮発性有機化合物が放散しない又は放散量が少ないものを選定するよう配慮すること。

		199																				(6)本事業における備品は、既製品の調達を基本とするが、事業者の提案により同等以上の作り付け等の備品を計画することを認めるものとする。必要に応じて備品の設計を行うこと。

		200																				(7)事業者は、組合の完成検査までに備品に対する耐震対策や動作確認などを行うこと。ケンサ
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第３章（3-5節）





		要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1		第3節　 建築付帯設備工事要件

		2				1. 基本的事項

		3																				(1)増築棟及び火葬棟・待合棟・増築待合棟の建築付帯設備工事においては、図面及び現地調査を踏まえ、機能性、経済性、美観及び環境負荷低減に配慮すること。

		4																				(2)既存設備の更新にあたり、施設の運営の継続に支障のなく設備機器が利用できるよう配慮すること。

		5																				(3)やむ負えず部分的に諸室の利用や設備の利用が制限される場合は、組合と協議の上、運営に支障をきたさない施工とすること。

		6				2. 電気設備工事

		7				(1)工事範囲

		8																				1) 受変電設備

		9																				2) 動力設備

		10																				3) 非常発電設備

		11																				4) 照明設備

		12																				5) ITV設備

		13																				6) 自動火災報知設備

		14																				7) テレビ共聴設備

		15																				8) 電話・通信設備

		16																				9) 放送設備

		17																				10) インターホン設備

		18																				11) 警備設備

		19				(2)特記事項

		20						1) 受変電設備

		21																				① 本施設に必要な電気容量に準じた受変電設備を設け、配管配線工事及び幹線工事を行う。

		22																				② 受変電設備は増築棟の電気室に設けるものとする。

		23						2) 動力設備

		24																				① 既存の設備を更新する。

		25						3) 非常発電設備

		26																				① 災害時に対応するため、停電時非常用電源を整備する。

		27																				② 増築棟１階に非常発電機室を設け、非常用発電機を設置する。

		28																				③ 発電設備の能力は、関連法令に定めのある機器類の予備電源装置として設置するとともに、施設内の重要負荷への停電時送電用として設置したうえで、停電時に火葬炉8基と火葬業務遂行及び会葬者の受け入れのために最低限必要な施設を3日間稼働できるものとする。

		29																				④ 冷却方式はラジエーター方式とする。

		30																				⑤ 既存停電時非常用電源は撤去する。

		31																				⑥ 上記の要件を考慮した3日分の燃料タンクを整備する。

		32						4) 照明設備

		33																				① 増築棟の各室に適切な照度を確保できる照明設備を設けること。

		34																				② 火葬棟・待合棟・増築待合棟の照明は全て撤去し、JIS照度基準に基づく照度を確保できる照明を新設する。

		35																				③ 照明設備はLED照明設備を採用し、規格の統一を図り、球替え等のためのストックの保管を最小限にできるよう配慮する。

		36																				④ 外壁付の照明設備を更新する。

		37																				⑤ 屋外の照明ポールはポールは耐久性を確認の上、存置若しくは更新し、照明設備を更新する。

		38						5) ITV設備

		39																				「第3章　第6節　3. (2)7) ITV設備」を参照。

		40						6) 自動火災報知設備

		41																				① 増築棟への新設及び既存の自動火災報知設備を更新する。

		42																				② 更新に際しては消防設備を継続して利用できるものとすること。

		43																				③ 増築棟含め、関係機関と協議のうえ、必要な箇所に設ける。

		44																				④ 火葬炉については火報連動を行わないものとする。

		45						7) テレビ共調設備

		46																				① 既存の回線を継続して利用するものとする。

		47						8) 電話・通信設備

		48																				① 既存の電話線を継続して利用することを基本とする。

		49																				② 電話機器は全て更新する。

		50																				③ 監視室と事務室は内線電話で通話できるものとする。

		51																				④ 事務室、監視室、待合棟及び増築待合棟への火葬業務及び運営・支援システムに必要な無線LAN等の環境を整備すること。

		52						9) 放送設備

		53																				① 既存の設備を更新する。

		54																				② 増築棟についても事務室より放送可能なスピーカー及び必要な配線等を設ける。

		55						10) インターホン設備

		56																				既存の設備を更新する。

		57						11) 警備設備

		58																				機械警備設備を導入するための電気配管工事（空配管工事）を行う。

		59				3. 機械設備工事キカイセツビコウジ

		60				(1)工事範囲

		61																				1) 合併浄化槽設備

		62																				2) オイルタンク設備

		63																				3) 空調設備

		64																				4) 換気設備

		65																				5) 給排水衛生設備

		66																				6) 消防設備

		67																				7) 排煙設備

		68				(2)特記事項

		69						1) 合併浄化槽設備

		70																				① 下水処理のため、火葬棟西側に合併浄化槽を新設する。雑排水（洗面・手洗い、台所流し等）を合併浄化槽に切り替えて接続すること。

		71																				② JIS A 3320算定基準及び関係法令に基づき必要な規模とし、水質汚濁防止法及び大分県浄化槽指導要綱等に基づき適切な水質に処理できるものする。オヨカンケイホウレイヒツヨウキボ

		72																				③ 合併浄化槽は埋設するものとする。

		73																				④ 既存のし尿浄化槽（沈殿分離ばっき式浄化槽40人槽）は増設棟の建設に先立ち撤去するため、合併浄化槽は、撤去前に新設し既存し尿処理槽より配管を切り回して継続して利用できるものとする。

		74						2) 地下オイルタンク設備

		75																				① 燃料の地下オイルタンクを火葬棟西側に新設する。

		76																				② 火葬棟北側に埋設されている既存の地下オイルタンクを増築棟の建設に先立ち撤去するため、オイルタンクを火葬棟西側に新設し、既存地下オイルタンクより切り回し継続して利用できるものとする。

		77																				③ 各種設備の動作確認を行い、消防検査等完了後、火葬棟北側に埋設されている既存の地下オイルタンクを撤去する。

		78						3) 空調設備

		79																				① 増築棟への新設及び既存の空調設備を更新する。

		80																				② 既存と同様にパッケージ方式とする。

		81																				③ 告別室、安置室、収骨室については機械換気システムを導入するため、系統および方式について十分配慮したものとする。

		82																				④ 増築棟においては、電気室、更衣室に空調設備を設置する。

		83																				⑤ 更新性を考慮し規格の統一化を図る。

		84																				⑥ 室外機は硫化水素対策、腐食性ガス対策を行うこと。セイ

		85						4) 換気設備

		86																				① 増築棟への新設及び既存の換気設備を更新する。

		87																				② 告別室、安置室は機械換気設備を設置する。

		88																				③ 法令に基づき居室には必要な換気設備を設けること。

		89						5) 給排水衛生設備

		90																				① 増築待合棟便所の和式便器（3基）を撤去し、洋式便器とする。

		91																				② 増築棟の更衣室にユニットシャワー設備を1箇所設ける。

		92																				③ トイレは「大分県福祉のまちづくり条例」に準拠したものとすること。

		93																				④ 増築棟以外の給排水設備は既存のものを継続して利用するものとし、排水は適切に合併浄化槽に接続すること。

		94						6) 消防設備

		95																				① 増築棟への新設及び既存の消防設備を更新する。

		96																				② 更新に際しては消防設備を継続して利用できるものとすること。

		97																				③ 関係機関と協議のうえ、必要な設備を設ける。

		98						7) 排煙設備

		99																				① 増築棟への新設及び既存の排煙設備を更新する。

		100																				② 関係機関と協議のうえ、必要な設備を設ける。

		101		第4節　 外構工事要件ガイコウコウジヨウケン

		102				1. 基本的事項

		103																				外構工事として、劣化の著しい部分の修繕及び車いす対応駐車場及び駐車場の整備、また増築棟の整備に伴い移設が必要な施設を設ける。

		104				2. 工事範囲コウジハンイ

		105																				(1)駐車場整備チュウシャジョウセイビ

		106																				(2)スロープ整備セイビ

		107																				(3)門扉・囲障整備モントビラカコセイビ

		108																				(4)塗装整備トソウセイビ

		109																				(5)雨水排水設備整備ウスイハイスイセツビセイビ

		110																				(6)供養塔整備クヨウトウセイビ

		111				3. 特記事項トッキジコウ

		112				(1)駐車場整備チュウシャセイビ

		113																				1) 火葬塔東側の駐車場に下記の駐車マスを整備する。

		114																				①車いす使用者用駐車マス(3.5m×5m)：3台クルマシヨウシャヨウチュウシャダイ

		115																				②一般利用者駐車マス(3.5m×5m)：8台イッパンリヨウシャチュウシャダイ

		116																				2) 待合棟玄関ホールに近接する位置に車いす使用者用駐車マスを3台分整備する。

		117																				3) 車いす使用者用駐車マスは「大分県福祉のまちづくり条例」における「車いす使用者用駐車施設」に準拠したものとする。

		118																				4) 雨天時でも快適に利用できるものとするため、車いす使用者用駐車マスより、スロープを介した待合棟エントランスまでの動線には屋根を設ける。

		119																				5) アスファルト舗装は存置し、既存の白線を撤去し、新たに白線を引き直し、駐車マスを設けるものとする。

		120				(2)スロープ整備セイビ

		121																				1) 待合棟へは現在階段でアプローチすることとなっているが、車いす等の利用者の利便性を向上させるため、既存植栽を撤去し、階段に併設してスロープを設ける。

		122																				2) スロープはコンクリート造とし、床面は磁器タイルとする。

		123																				3) スロープは「大分県福祉のまちづくり条例施行規則　別表第二」の「五　階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路」の基礎的基準に準拠したものとする。

		124				(3)門扉・囲障整備モン

		125																				1) 敷地境界部の門扉2か所を更新する。

		126																				2) テラスの手摺は劣化が進み倒壊の危険性があることから撤去し、ガラス製の手摺を設け、眺望に配慮したものとする。

		127																				3) 敷地境界部のフェンスについては前面道路部を除き、更新する。また、敷地内駐車場に設置したフェンスについても劣化が進んでいるため更新する。

		128				(4)塗装整備トソウセイビ

		129																				1) 敷地内舗装で削れ等が著しい箇所についてはオーバーレイ方式にて補修を行う。

		130																				2) 火葬棟及び待合棟周りのテラス部分の床タイルを撤去し、タイルを新設する。

		131																				3) タイルは防滑性、意匠性に優れたものとする。

		132				(5)雨水排水設備整備

		133																				1) ずれが著しい待合棟周辺の敷地境界付近の雨水排水側溝は下地調整の上、更新する。

		134				(6)供養塔整備

		135																				1) 既存の霊灰塔を撤去し、代替として供養塔を新設する。

		136																				2) 供養塔はロータリーに面した碑に隣接して設けるものとする。大きさ及び意匠は既存程度とし詳細は組合と協議の上決定すること。

		137		第5節　 撤去・解体・仮設工事要件

		138				1. 基本的事項

		139																				(1)増築棟の整備に伴い干渉する既存施設及び劣化が著しく更新の必要な既存施設を解体・撤去及び移設する。

		140																				(2)解体・撤去の必要な設備は、施設の運営の継続が可能なように本設若しくは仮設にて整備する。

		141																				(3)解体・撤去工事にあたっては、解体物などが飛散・流出することのないよう万全の措置を講ずること。

		142																				(4)発生する廃棄物を適正に処理・処分するとともに、周辺環境の保全に十分留意して行うこと。

		143																				(5)工事に伴い発生する廃棄物は、「建設工事に係る資材の再資源化などに関する法律」に基づき、分別を行い再資源化に努めること。

		144																				(6)工事においては、振動、騒音などに十分注意して解体作業を行い、散水は十分に行うものとし、粉じんの発生を極力抑えるものとする。

		145																				(7)廃棄物などの保管方法について下記の事項に準拠すること。

		146																				　1) 解体作業中に発生する廃棄物は、一時保管するための十分なスペースを確保して適正に保管すること。

		147																				　2) 処理処分廃棄物と売却物を区分けして保管し、管理すること。特に、コンクリートガラなどについては、発生先を明確にすると共に、再利用対象と処分対象を適正に分別して保管し管理すること。

		148																				(8)廃棄物などの処理処分方法については下記の事項に準拠すること。

		149																				　1) 関係法令に基づき、発生量抑制、可能な限り再資源化を行い、適正処理に努めることし、適正な処理計画を立てて実施するよう努めることとする。

		150																				　2) 以下の書類を作成し、組合に提出すること。

		151																				① 廃材搬出時、受入場所、リサイクル状況記録などの写真撮影した記録

		152																				② 運搬及び処分は、許可業者による建設系廃棄物マニフェストにより管理し、マニフェスト、産業廃棄物の数量、運搬日などを記録した集計表

		153																				③ リサイクル計画

		154																				④ リサイクル報告書

		155																				⑤ リサイクル証明書

		156																				⑥ その他必要な書類

		157																				(9)排水処理については下記に準拠すること。

		158																				　1) 工事期間中に発生する排水（解体物に接触した雨水を含む。）は、適切に処理を行うものとする。

		159																				　2) 工事期間中に発生する排水を極力少なくするため、工事中は、雨水にさらされる箇所、期間が極力少なくなるよう計画すること。

		160																				(10)本施設の整備にあたり必要な撤去・解体等は事業者により行うこと。

		161																				(11)工事着手にあたり、組合の立会のうえ解体・撤去物・埋設物・保存物の確認を行うこと。その結果を組合に報告して、解体・撤去または保存の確認・措置方法の承諾を受けること。

		162				2. 工事範囲

		163																				(1)霊灰塔撤去

		164																				(2)地下オイルタンク撤去（新設への切り回し含む）

		165																				(3)キュービクル撤去（新設への切り回し含む）

		166																				(4)し尿浄化槽撤去（新設合併浄化槽への切り回し含む）

		167																				(5)改修工事に伴う解体工事

		168																				(6)その他必要なもの

		169				3. 特記事項

		170				(1)霊灰塔撤去

		171																				1) 増築棟の整備に伴い、霊灰塔を撤去する。

		172																				2) 霊灰塔を撤去は、供養塔を整備した上で行う。

		173				(2)地下オイルタンク撤去

		174																				1) 増築棟の整備に伴い、地下オイルタンクを撤去する。

		175																				2) 火葬棟西側にオイルタンクを新設し、既存設備に切り回し、継続して稼働できるようにする。

		176				(3)キュービクル撤去

		177																				1) 増築棟の整備に伴い、キュービクルを撤去する。

		178																				2) 増築棟内の電気室内に本設で整備するものとし、増築棟の竣工までは、既存キュービクルの移設若しくは屋外に仮設キュービクルを設けるものとする。

		179																				3) 仮設及び本設へ切り替え、継続して利用できるものとする。

		180				(4)し尿浄化槽撤去

		181																				1) し尿浄化槽（沈殿分離ばっき式浄化槽40人槽）を撤去する。

		182																				2) 火葬棟西側に埋設される合併浄化槽に排水処理を切り替えた後に撤去すること。

		183																				3) 解体前に汲み取り及び消毒を行うこと。

		184				(5)改修に伴う解体工事

		185																				1) 火葬棟等の改修工事に伴い必要となる解体工事を実施すること。

		186																				2) アスベスト、ダイオキシン類を含有するため、関係法令に基づき適切な方法で解体工事を実施すること。

		187																				3) アスベスト除去

		188																				① 改修工事に先立ち、アスベスト含有材使用状況についての事前調査を行い、調査の結果を組合に報告すること。なお、当該調査は、公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業（石綿分析に係わるクロスチェック事業）」により認定されるＡまたはＢランクの認定分析技術者によって行わせること。

		189																				② アスベストの除去は内装材及び外部建具の撤去に先駆けて行い、建物外部への飛散防止を図るとともに、集積・積込み及び運搬においても飛散防止を図ること。

		190																				③ 火葬棟の機械室には飛散性アスベストが含有されているため、除去に当たっては管理区域を設定すること。

		191																				④ 火葬棟休憩室などには非飛散性アスベスト建材が使用されているため、十分な湿潤養生をしてからの解体すること。

		192																				⑤ 処理方法については組合と協議した上、「大気汚染防止法」、「石綿障害予防規則」等に基づき適切に処理を行い、石綿の飛散防止対策等の実施内容について掲示を行うこと。

		193																				4) ダイオキシン類除染

		194																				① 火葬炉およびスクリーン、煙道の更新は、ダイオキシン類の除染を実施すること。

		195																				② 火葬炉および煙道についてはダイオキシン類が付着している可能性があるため、解体工事には万全の注意を払うこと。

		196																				③ 作業にあたっては、「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」及び関係法令等を遵守し、ダイオキシン類の拡散防止に努めること。

		197				(6)その他必要なもの

		198																				その他、本施設の整備に撤去・解体・仮設工事の必要なものは、組合と協議の上で実施する。
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第３章（6-7節）





		要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1		第6節　 火葬炉設備更新工事要件

		2				1. 基本的事項

		3				(1)整備方針

		4																				1) 高い安全性と信頼性及び十分な耐久性を有するものとする。

		5																				2) 省力化及び維持管理費の軽減に十分配慮した設備とする。

		6																				3) 火葬開始後は、いかなる部位の故障があっても、予備の機器や他系列の設備を介する等を行い、当該火葬炉内で火葬を完了させるものとする。オコナ

		7																				4) 会葬者の火傷防止等安全対策に十分配慮したものとする。

		8																				5) 遺体の取り扱いに十分配慮した設備とする。

		9																				6) 施設の作業環境、労働安全及び衛生に十分配慮した設備とする。

		10																				7) 災害発生時の対応を考慮した設備とする。

		11																				8) 火葬に係る作業全般において、自動化を図り、コストの低減を目指すものとする。

		12																				9) 将来の火葬炉設備の更新等を考慮した設備配置とする。

		13																				10) 公害防止基準を満たすとともに、ダイオキシン類、ばい煙、悪臭、騒音等の周辺環境に十分配慮した設備とし、いかなる場合も無煙・無臭とすること。

		14																				11) 1排気系列内の火葬炉の一部が点検整備等により運転停止中であっても、当該系列内の炉以外は、運転が可能なシステムとすること。トウガイ

		15																				12) 既存施設を運営への影響を最小限とし、円滑な施工が実施できるよう配慮した設計とすること。

		16																				13) 火葬炉設備工事に関し、関係法令等に定めるもののほか、本要求水準書に記載する項目を満足する設備を設置すること。なお、詳細にわたり明記しないものであっても、この施設の目的達成上必要な機械、機構、装置類、材質等については、責任をもって完備するものとする。

		17				(2)火葬炉設備主要項目

		18						1) 火葬炉設置基数														 9基（大型炉1基、標準炉8基）

		19						2) 火葬重量

		20																		① 遺体重量		75kg

		21																		② 棺重量		15kg

		22																		③ 副葬品		10kg

		23																				合計100kgを基本とする。

		24						3) 最大棺寸法

		25																		長さ		大型炉 2,300mm　　　標準炉 2,100mmオオガタロヒョウジュンロ

		26																		幅		大型炉 700mm　　　　標準炉 650mmオオガタロヒョウジュンロ

		27																		高さ		大型炉 600mm　　　　標準炉 600mmオオガタロヒョウジュンロ

		28						4) 主要機能

		29								① 火葬時間

		30																				ア 主燃バーナ着火から主燃バーナ消火までの時間は、概ね60分とする。

		31																				イ 火葬時間は、火葬を遂行する上で最も重要な要素であるので、時間厳守が可能なようにバーナ容量等について十分な検討を行うこと。

		32																				ウ 大型炉は、排ガス処理容量に対応するため、標準炉より火葬時間を延長することを前提とすること。

		33																				エ 運転回数は３回/炉・日（最大４回/炉・日）とする。ウンテンカイスウカイロニチサイダイカイロニチ

		34								② 冷却時間

		35																				ア 冷却は、既存の火葬棟内の空間で実施するものとし、冷却を開始してから可能な限り早く収骨が可能な温度になるものとすること。

		36																		イ 推定冷却時間		[　]分

		37								③ 主要設備方式

		38																		ア 炉床方式		台車式

		39																		イ 排気方式		強制排気方式（2炉１系強制排気方式・1炉１系強制排気方式）

		40																		ウ 排ガス冷却方式		空気強制混合方式

		41																		エ 使用燃料		灯油

		42								④ 燃焼監視・制御

		43																				ア 各火葬炉について、燃焼、冷却、排ガス状況等の監視、各機器の制御をコンピューター等で行うものとする。

		44																				イ 記録したデータを組合へ提出できるよう、必要に応じて出力が可能であること。

		45								⑤ 安全対策

		46																				ア 日常の運転について危険防止及び操作ミス防止のため、各種インターロック装置を設け、非常時の場合、各装置がすべて安全側へ作動するようエマージェンシー回路を設けるものとすること。

		47																				イ 従業員の安全、事故防止に十分配慮すること。

		48																				ウ 従業員の火傷防止のため、機器類、配管類の表面温度が、50℃以下になるよう保温（断熱）工事を行うこと。

		49																				エ 自動化した部位については、すべて手動操作が可能なように設計すること。

		50								⑥ 異常・非常時の運転

		51																				ア 炉内温度、炉内圧、排ガス温度等に異常が生じた場合には、適切に対応し、火葬を継続できる運転システムとすること。

		52																				イ 排気系統が故障した場合に、排気できる手段を講じること。

		53																				ウ 災害時等の停電時には、発電設備からの電力供給を受けるシステムとすること。

		54																				エ 停電時においても、公害防止基準等を満足する運転が可能なシステムとすること。

		55																				オ 発電設備の容量は、上記条件及び他の火葬場設備の運転条件を考慮して決定し、電気設備として整備すること。

		56								⑦ その他条件

		57																				ア 保守点検及び維持管理が容易な構造、配置とし、作業及びメンテナンススペースを確保するものとすること。

		58																				イ 機器配置はオーバーホール時を考慮して設計するものとすること。

		59																				ウ 可能な限り、汎用品を使用し、更新対応な機器配置とすること。

		60				(3)公害防止基準

		61																				施設整備においては、次の公害防止に係る保証値を遵守すること。なお、これらの保証値が運営期間にわたって守られるよう、施設整備段階で十分な性能確認を行うこと。特に、火葬炉整備にあたっては、これらの保証値に十分配慮した施設選定や運用方法の検討を行った整備計画とすること。

		62						1) 排ガスに係る保証値

		63																				排ガス係る保証値は、各排気筒出口における火葬一工程の平均値として表 6-1に示す通りとする。また、示さた保証値等は、特に断りがない限り、酸素濃度12％換算値とする。ハイカカワホショウアタイカクハイキツツデグチカソウイチコウテイヘイキンチヒョウシメトオシメホショウアタイナドトクコトワカギサンソノウドカンサンチ

		64																		表 6-1 排ガス保証値		規制物質　ばいじん量　　　 　保証値　0.01g/m3N以下

		65																				規制物質　硫黄酸化物　　   　保証値　30ppm以下

		66																				規制物質　窒素酸化物　  　 　保証値　250ppm以下

		67																				規制物質　塩化水素　　　　 　保証値　50ppm以下

		68																				規制物質　ダイオキシン類   　保証値　1ng-TEQ/m3N以下

		69						2) 悪臭に係る保証値

		70																				本施設から発生する悪臭については、次の保証値以下とする。

		71																				① 臭気強度 　2.5以下（敷地境界）：特定悪臭物質による規制

		72																				② 臭気濃度　 10以下（敷地境界）　500以下（排気筒出口）

		73						3) 騒音に係る保証値

		74																				本施設から発生する騒音は、敷地境界において次の基準値以下とする。

		75																				区分　昼間（8：00～19：00） 　保証値　60デシベル

		76																				区分　朝（6：00～8：00）　　　保証値　50デシベル

		77																				区分　夕（19：00～22：00）　　保証値　50デシベル

		78																				区分　夜間（22：00～6：00） 　保証値　45デシベル

		79						4) 振動に係る保証値

		80																				本施設から発生する振動は、敷地境界において次の保証値以下とする。

		81																				区分　昼間（8：00～19：00）　 保証値　60デシベル

		82																				区分　夜間（19：00～8：00）　 保証値　55デシベル

		83						5) 排出灰に係る保証値（残骨灰・飛灰） 

		84																				排出灰については、次の保証値以下とする。

		85																				区分　ダイオキシン類濃度　　　保証値　3ng-TEQ／g

		86						6) その他留意事項

		87																				① 火葬炉は、２炉に対し１排気系列以上とすること。

		88																				② 本項に指定していないものについては、関係法令・関係例規によるものとする。

		89																				③ 排ガス及び悪臭に関し、保証値として明記していない種類の物質に対しても、周辺環境に悪影響を与えることのないよう配慮すること。

		90				(4)性能試験

		91																				更新した火葬炉の稼働前及び事業完了時に組合の立会いのもと排ガス等の検査を実施し、検査結果を組合に報告すること。なお、排ガス等の検査は、法的資格を有する機関に委託すること。

		92						1) 基本条件

		93																				① 事業者は組合と協議のうえ、性能に関する試験の方法、時期等を記載した性能試験実施要領を作成するものとする。

		94																				② 事業者は、性能試験実施要領に基づき試験を実施し、その結果を報告書として組合に提出すること。

		95																				③ 試験項目ごとの測定方法、分析方法等は、関係法令及び規格等に準拠して実施すること。

		96																				④ 検査機関は、精度管理を適切に実施し、信頼性のある企業を選定すること。

		97						2) 稼働部分引渡し前検査

		98																				① 火葬炉の更新が完了し、稼働する部分引渡しする前に大気、悪臭の測定を行うこと。

		99																				② 大気、悪臭のうち排気筒出口での値が定められているものについて、火葬炉を更新し稼働部分引渡しを開始しようとする炉の稼働時に測定を行うこと。

		100																				③ 検査の結果、大気汚染にかかわる公害防止基準のうち１項目でも保証値を満足しない場合は、その原因を速やかに組合に報告して事業者の責任において改善を行い、再検査を行うものとする。

		101						3) 事業完了時検査

		102																				① 全ての火葬炉更新工事が完了した際に、大気、悪臭、騒音、振動の測定を行うこと。

		103																				② 大気、悪臭のうち排気筒出口での値が定められているものについては、各排気系列運転時に実施し、全系列について行うこと。

		104																				③ 敷地境界における悪臭、騒音、振動の測定は、提示するタイムテーブルでの最大火葬炉の稼働時に行うこと。

		105																				④ 排ガス等検査の結果、大気汚染にかかわる公害防止基準のうち１項目でも保証値を満足しない系列がある場合は、その原因を速やかに組合に報告して事業者の責任において改善を行い、改めて当該系列の再検査を行うものとする。

		106						4) その他

		107																				周辺住民等から苦情が発生した場合には、速やかに調査を実施し、対策を行うこと。

		108				(5)材料及び機器

		109						1) 基本事項

		110																				① 本設備に使用する材料及び機器は、本要求水準を満たし、目的達成に必要な能力、規模を有するものを事業者により検討したうえで、最適なものを選定すること。

		111																				② 使用する材料及び機器は、すべてそれぞれの用途に適合した欠陥のない製品で、かつ、日本工業規格（JIS）、電気学会電気規格調査標準規格（JEC）、日本電気工業会標準規格（JEM）に規格が定められているものはすべて、これらの規格品を使用する。特許及び実用新案等の工業所有権については、事業者の責任において必要に応じた措置を講じるものとする。

		112																				③ 使用材料及び機器は、過去の実績、公的機関の試験成績等を十分検討のうえ、選定すること。また、できる限り汎用品を用いるものとすること。

		113																				④ 使用する材料及び機器は、次の項目に適合するものとする。

		114																				ア 高温部に使用される材料及び機器類は、事業者の判断により選定し、組合の承諾を得て採用する。クミアイショウダクエサイヨウ

		115																				イ 腐食性環境で使用する材料は、耐蝕性に優れているものとする。

		116																				ウ 摩耗のおそれのある環境で使用する材料は、耐摩耗性に優れているものとする。

		117																				エ 屋外で使用されるものは、耐候性に優れているものとする。

		118																				オ 駆動部を擁する機器は、低騒音･低振動性に優れているものとする。

		119				2. 機械設備

		120				(1)共通事項

		121						1) 一般事項

		122																				① 設備の保全及び日常点検に必要な歩廊、さく、手すり、架台等を適切な場所に設けること。なお、作業能率、安全性を十分考慮した構造とすること。

		123																				② 機器の配置の際は、点検、整備、修理等の作業を安全に行えるよう周囲に十分な空間と通路を確保すること。

		124																				③ 高所に点検等の対象となる部分のある設備では、安全な作業姿勢で行える作業台を設けること。

		125																				④ 騒音、振動を発生する機器類は、防音、耐震対策が講じられたものとすること。

		126																				⑤ 回転部分、突起部分には、保護カバーを設けること。

		127																				⑥ 電動機は、用途に応じた構造形式及び使用環境に適した保護形式のものとすること。

		128						2) 歩廊・作業床・階段工事

		129																				① 歩廊、作業床、階段の床、点検口付近の床等は、グレーチングやチェッカープレートなど安全性等に配慮したものを設置すること。

		130																				② 通路は、段差を設けないものとし、障害物が避けられない場合は踏み台等を設け、歩行時等の安全性を確保すること。

		131																				③ 必要に応じて、手すり、ガードを設ける等十分な転落防止策を講じること。

		132																				④ 歩廊は、原則として行き止まりを設けないこと（二方向避難の確保）。

		133																				⑤ 階段の傾斜角（原則として45度以下）、蹴上、踏み面は、統一すること。

		134						3) 配管工事

		135																				① 使用材料及び口径は、使用目的に最適な仕様のものを選定すること。

		136																				② 建築物の貫通部及び配管支持材は、美観を損なわぬよう留意すること。

		137																				③ 振動を考慮し、必要箇所に防振継手を使用すること。

		138																				④ バルブ類は、定常時の設定（「常時開」等）を明示すること。

		139						4) 保温・断熱工事

		140																				① 火葬炉設備の性能保持、作業時の安全確保及び作業環境保全のために、必要な箇所に保温、断熱工事を行うこと。

		141																				② 外装材等は、使用環境に最適な材料を選定すること。

		142																				③ 高温となる機器類は、断熱被覆を行い、危険表示等の必要な措置を講じること。

		143																				④ ケーシング表面温度は、50℃以上にならないように設計・施工すること。

		144						5) 塗装工事

		145																				① 機材及び装置等は、原則として現場搬入前に錆止め塗装をすること。

		146																				② 塗装部は、汚れや付着物の除去、化学処理等の素地調整を十分行うこと。

		147																				③ 塗装材は、塗装箇所に応じ耐熱性、耐蝕性、耐候性等を有するものとすること。

		148																				④ 塗装仕上げは、錆止め塗装補修後、原則として中塗り１回、上塗り１回と標準仕様書によるものとすすること。

		149																				⑤ 機器類は、原則として機器名を表示すること。

		150																				⑥ 配管類は、各流体別に色分けをし、適当な箇所に流体名と流動方向を表示すること。

		151						6) その他

		152																				① 機器類は、原則として名称を表示すること。

		153																				② 火葬業務に支障が生じないよう自動操作の機器は、手動操作への切り替えができるものとすること。

		154																				③ 火葬中の停電時においても、安全かつ迅速に復旧して火葬業務を継続できるものとすること。

		155																				④ 火葬炉は地震に対し、人の安全や施設機能の確保が図られるよう施工すること。また、消防法に基づき、大地震時には分電盤に設置した感震器により自動停止を行うものとする。

		156																				⑤ 将来の火葬炉の更新等を考慮した機器配置とすること。

		157																				⑥ 設備の運転管理に必要な点検口、試験口及び掃除口を適切な場所に設けること。

		158				(2)燃焼設備

		159						1) 主燃焼室

		160								① 主要項目

		161																		ア 型式		直上再燃焼炉付台車式　（前入れ前出し方式）

		162																		イ 数量		大型炉1基、標準炉8基

		163																		ウ 炉内温度		800～950℃

		164																		エ 炉内圧		[　]Pa（　　mmH2O）

		165																		オ 燃焼室容積		[　]㎥

		166																		カ 燃焼室熱負荷		[　]kJ/㎥･h（　　kcal/㎥･h）

		167																		キ 炉内寸法

		168																		a  炉幅　		[　]mm

		169																		b  側壁高　		[　]mm　台車上架台＋650mm以上とすること。

		170																		c  長さ		[　]mm

		171																		ク 側壁耐火物

		172																		a  炉内側より1層目		セラミックファイバー[　]mm（耐火温度1,400℃、50mm以上）

		173																		b  炉内側より2層目		耐火煉瓦　[　]mm（SK34#　相当品）

		174																		c  炉内側より3層目		断熱煉瓦　[　]mm（B-1　相当品）

		175																		d  炉内側より4層目		断熱ボード[　]mm

		176																		ケ 覗き窓

		177																		a  数量		各炉2か所以上

		178																		b  耐熱ガラス		大きさ[　]mm　厚さ[　]mm　材質[　]

		179								② 一般事項

		180																				ア ケーシングは、鋼板製とし、耐震及び耐熱性のある堅牢なものであって、かつ気密性を十分保てる構造とすること。

		181																				イ 棺の収容、焼骨の取出しが容易であり、火葬作業が能率よく行える等、維持管理面も考慮した構造とすること。

		182																				ウ 炉の構造材は、使用場所に応じた特性及び十分な耐久性を有するものとすること。

		183																				エ 断熱扉（棺搬入口）は、開閉装置の故障の際に手動で開閉できるものとすること。

		184						2) 断熱扉

		185								① 主要項目

		186																		数量		9面

		187								② 一般事項

		188																				ア 堅牢で開閉操作が容易であり、かつ断熱性、気密性が維持できる構造とすること。

		189																				イ 開閉装置故障の際には手動で開閉できるものとすること。

		190						3) 炉内台車

		191								① 主要項目

		192																		ア 数量		標準炉用8台、大型炉用1台　予備標準炉用1台

		193																		イ 附属品		予備台車保管用架台等必要なもの一式

		194								② 一般事項

		195																				ア 棺の収容、焼骨の取出しが容易なものとすること。

		196																				イ 十分な耐久性を有する構造とすること。

		197						4) 再燃焼炉

		198								① 主要項目

		199																		ア 型式　		主燃焼炉直上型

		200																		イ 数量		9基

		201																		ウ 炉内温度		800℃～950℃

		202																		エ 炉内圧		[　]Pa（　　mmH2O）

		203																		オ 燃焼室熱負荷		[　]kJ/㎥･h（　　kcal/㎥･h）

		204																		カ 排ガス滞留時間		[　]秒

		205								② 一般事項

		206																				ア 炉内排ガスの撹拌、混合性及び燃焼制御に優れた構造とすること。

		207																				イ 火葬開始時から、ばい煙、臭気、ダイオキシン類の分解に必要な性能を有するものとすること。

		208																				ウ 最大排ガス量時（Ⅱ区分）の排ガス滞留時間を1秒以上とし、可能な限り2秒に近づけること。ただし、Ⅱ区分最大排ガス量は、2.2～2.3（㎥/秒、850℃）を参考値とする。

		209				(3)燃焼装置

		210						1) 主燃焼炉用バーナ

		211								① 主要項目

		212																		ア 数量　		9基

		213																		イ 燃料　		灯油

		214																		ウ 着火方式		自動着火方式

		215																		エ 傾動方式		電動式（故障時には手動で傾動が可能なこと。）

		216																		オ 操作方式		自動制御（手動操作に切り替えができること。）

		217																		カ 附属品		着火装置、火炎監視装置、燃料制御装置

		218																				その他必要なもの一式

		219								② 一般事項

		220																				ア 火葬に適した性能を有し、安全確実な着火と安定した燃焼ができるものとすること。

		221																				イ 低騒音で安全性が高いものとすること。

		222						2) 再燃焼炉用バーナ

		223								① 主要項目

		224																		ア 数量		9基

		225																		イ 燃料		灯油

		226																		ウ 着火方式　		自動着火方式

		227																		エ 操作方式		自動制御（手動操作に切替えができること。）

		228																		オ 附属品　		着火装置、火炎監視装置、燃料制御装置

		229																				その他必要なもの一式

		230								② 一般事項

		231																				ア 排ガスとの混合接触が十分に行える火炎形状となるものとすること。

		232																				イ 安全確実な着火と安定した燃焼ができるものとすること。

		233																				ウ 低騒音で安全性が高いものとすること。

		234						3) 燃焼用空気送風機

		235								① 主要項目

		236																		ア 数量		9基

		237																		イ 風量制御方式		[　]

		238								② 一般事項

		239																				ア 容量は、実運転に支障がないよう余裕があり、安定した制御ができるものとすること。

		240																				イ 低騒音、低振動のものとすること。

		241				(4)通風設備

		242						1) 排風機

		243								① 主要項目

		244																		ア 形式		[　] 

		245																		イ 数量		5基以上

		246																		ウ 風量制御方式		回転数制御方式（インバーター方式）

		247								② 一般事項

		248																				ア 実運転に支障がないよう風量、風圧に余裕がある容量であるものとすること。

		249																				イ 排ガスに対する耐熱性、耐蝕性を有するものとすること。

		250																				ウ 軸受の冷却は、空冷式とすること。

		251																				エ 低騒音、低振動であるものとすること。

		252																				オ 排ガスの異常高温時に排風機等を保護するためのバイパスを設けること。

		253						2) 煙道

		254								① 主要項目

		255																		ア 数量		5系列分以上

		256																		イ 付属品		点検口等、必要なもの一式

		257								② 一般事項

		258																				ア 冷却装置、集じん装置、排気筒を除く排ガスの通路とすること。

		259																				イ ダストたい積のおそれがない構造とすること。

		260																				ウ 適所に点検口等を設け、内部の点検・補修がしやすい構造とすること。

		261																				エ 熱による伸縮を考慮した構造とすること。

		262																				オ 排風系統が故障した場合に、排気できる手段を講じること。

		263						3) 排気筒

		264								① 主要項目

		265																		ア 数量		5基以上

		266																		イ 附属品		点検口、点検用ステージ（必要に応じて）、排ガス測定口

		267								② 一般事項

		268																				ア 騒音発生の防止、排出ガスの大気拡散、雨水等の侵入防止を考慮した適切な構造とすること。排気筒上部にかさ等は、設置しないこと。

		269																				イ 耐振性、耐蝕性、耐熱性を有するものとすること。

		270																				ウ 排ガスの偏流がなく、測定が安全に行える位置に測定口（100Ａ×2）及び測定用のステージ等を設けること。なお、炉機械室内に測定時の足場に代替できる通路等が確保されている場合は、測定用ステージ等の設置は、不要とするものとする。

		271				(5)排ガス冷却設備

		272						1) 排ガス冷却器

		273								① 主要項目

		274																		ア 形式		空気強制混合方式

		275																		イ 数量　		5基以上

		276																		ウ 風量制御方式　		[　] 

		277																		エ 出口温度		200度以上下

		278								② 一般事項

		279																				ア 再燃焼炉から排出される高温ガスを、指定する温度まで短時間で均一に降温できる構造とすること。

		280																				イ 耐熱性、耐蝕性に優れた材質とすること。

		281																				ウ ダイオキシンの再合成の防止に十分配慮すること。

		282						2) 冷却用空気送風機

		283								① 主要項目

		284																		ア 風量制御方式		[　]

		285								② 一般事項

		286																				ア 容量は、実運転に支障がないよう余裕があり、安定した制御ができるものとすること。

		287																				イ 低騒音、低振動のものとすること。

		288				(6)排ガス処理設備

		289						1) 集じん装置

		290								① 主要項目

		291																		ア 形式		バグフィルタ

		292																		イ 数量		5基以上

		293																		ウ 処理風量		余裕率15％以上

		294																		エ 設計排ガス温度		200℃以下

		295																		オ 設計出口含じん量		0.01g/Nm3以下

		296								② 一般事項

		297																				ア 排ガスが偏流しない構造とすること。

		298																				イ 排ガスの結露による腐食やダストの固着が生じない材質・構造とすること。

		299																				ウ ろ布の交換が容易な構造とし、メンテナンススペースを考慮すること。

		300																				エ 捕集したダストは、自動で集じん装置外に排出され、その後、灰排出装置で集じん灰貯留部（専用容器）へ移送するものとすること。

		301																				オ 室内に集じん灰が飛散しない構造とすること。

		302																				カ バイパスダンパ及びダクトで構成するバイパスを設けること。バイパスダンパは、排ガス温度や停電等により自動でバイパス側へ切り替わるものとするが、切替えに際しては、集じん装置等の各設備に影響が出ないように制御できるものとすること。

		303																				キ 結露対策として、加温装置を設けること。

		304						2) 集じん灰排出装置

		305								① 主要項目

		306																		ア 数量		[　]

		307								② 一般事項

		308																				ア 集じん装置で捕集した集じん灰を室内に飛散させることなく、残骨灰吸引設備へ自動で移送できる構造とすること。

		309																				イ 保守点検が容易な構造とし、適所に点検口を設けること。

		310				(7)附帯設備

		311						1) 炉前化粧扉（建築工事範囲とする）

		312								① 主要項目

		313																		ア 形式		両引き分け戸方式（左右）

		314																		イ 数量		標準炉用８組、大型炉用１組

		315																		ウ 要部材質		SUS304程度の一般品とする。

		316								② 一般事項

		317																				ア 特定防火設備とする。

		318																				イ 遮音、断熱を考慮した構造とすること。

		319																				ウ 表面の意匠は、一般標準品とし、特注品となる場合は協議を行うこと。

		320																				エ 開閉操作は、炉前操作盤で行うこととし、手動開閉も、可能であるものとすること。

		321						2) 残骨灰・集じん灰吸引設備

		322								① 主要項目

		323																		ア 残骨灰用

		324																		a  吸引装置		１基

		325																		b  集じん装置　サイクロン		１基

		326																		　　　　　　バグフィルタ		１基

		327																		c  払落とし方式		自動

		328																		イ 集じん灰用

		329																		a  吸引装置		１基

		330																		b  集じん装置　サイクロン		１基

		331																		c  払落し方式　　		自動

		332																		ウ 吸引口

		333																		a  数量		残骨灰用　　　　　　　　9ヶ所

		334																				収骨室用　　　　　　　　3ヶ所

		335																				集じん灰・集じん装置用　5ヶ所以上

		336																		b  附属品		吸引ホース、その他必要なもの一式

		337								② 一般事項

		338																				ア 台車、集じん装置等の清掃のため、残骨灰用及び集じん灰用の吸引設備を各１系列設けること。

		339																				イ 吸引装置は、各系列とも複数箇所を同時吸引できる能力を有するものとすること。

		340																				ウ 低騒音で、保守点検が容易な構造とすること。

		341																				エ 吸引装置の操作は、吸引口側でできるものとすること。

		342																				オ 灰の搬出（灰排出装置から吸引装置へ）は、自動とすること。

		343																				カ 吸引装置の捕集粒径は、排ガス処理設備の集じん装置と同程度とすること。

		344																				キ 捕集した残骨灰、集じん灰は、組合が指定した容器に封入・保管し、組合が承諾した処理業者に引き渡すものとする。

		345																				ク 炉内台車清掃用の別室を設置する場合は、この別室にも吸引口を設けるものとし、この場合の収骨室用の吸引口数量は、事業者の提案によるものとする。

		346						3) 棺運搬車

		347								① 主要項目

		348																		ア 形式		電動走行式（充電器別）

		349																		イ 数量　		[　]台

		350								② 一般事項

		351																				ア 棺運搬車は、棺を霊柩車から告別室、炉前まで運搬し、さらに炉内台車上に棺を安置するための専用台車とする。

		352																				イ 電動走行式とするが、非常時においては手動切替えで走行できる構造とすること。

		353																				ウ 炉内台車上へひつぎの安置が容易に行える装置（電動式）を備えるものとすること。

		354																				エ 美観に優れた材質で作製するものとすること。

		355																				オ バッテリーは、1日の通常作業が可能な容量とすること。

		356																				カ 充電器は棺運搬車と別途設けること。

		357						4) 炉内台車運搬車（収骨及び炉内台車搬送用）

		358								① 主要項目

		359																		ア 形式		電動走行式（充電器別）

		360																		イ 数量　		[　]台

		361																		ウ 騒音値		[　]dB

		362								② 一般事項

		363																				ア 炉内台車運搬車は、炉内台車を運搬するための専用台車とするが、棺運搬機能を兼ねる炉内台車運搬車の提案も可とする。

		364																				イ 電動走行式とするが、非常時において手動切替えで走行できる構造とすること。

		365																				ウ 炉内台車の出入りを自動で行える装置を備えるものとすること。

		366																				エ バッテリーは、１日の通常作業が可能な容量とすること。

		367																				オ 遺族等が火傷するおそれがない構造とすること。

		368																				カ 低騒音型とすること。

		369						5) 遺体霊安庫（冷蔵庫）

		370								① 主要項目

		371																		ア 数量		2段式1台（2遺体分）

		372																		イ 庫内寸法		長さ2,300㎜、幅700㎜、高さ600㎜の棺が安置できる寸法

		373																		ウ 庫内温度		±0℃程度

		374																		エ 材質		ステンレス製

		375								② 一般事項

		376																				ア 棺の収容・取出しが容易なものとすること。

		377																				イ 庫内寸法・冷却能力に余裕を持たせるものとすること。

		378						6) 非常用代替燃焼設備

		379								① 主要項目

		380																		ア 数量		１台

		381																		イ 能力		火葬可能な火炎をおおむね60分間放射できるタンク等を保持すること。

		382								② 一般事項

		383																				ア 代替燃焼設備は、燃焼機器、燃料供給機器等が故障より火葬が中断したときに、火葬を完了させるための非常用燃焼装置とする。

		384																				イ 主燃焼炉を対象とすること。

		385																				ウ 燃料は、灯油とすること。

		386																				エ 燃料タンク等の必要機器を備えた可搬式ユニット構造とすること。

		387				3. 電気・計装設備デンキケイソウセツビ

		388				(1)一般事項

		389																				以下に示す仕様は、火葬炉設備に必要なすべての電気設備工事及び計装設備工事に適用するものとし、電気・計装設備工事は、火葬炉設備の運転及び管理面で作業能率の向上及び安全が図れるものとしなければならない。

		390																				1) 火葬炉設備の安定した運転、制御に必要な装置及び計器等を設けるものとする。

		391																				2) 計装項目は、表 6-5　計装設備一覧表の内容を標準とする。

		392																				表 6-5　計装設備一覧表

		393																				3) 機器の運転管理は、現場操作盤及び中央監視室の両方で行えるものとし、プロセス監視に必要な機器、表示器、警報装置等を具備するものとする。また、現場操作盤での操作が中央監視室より優先されるシステムとするものとする。

		394																				4) 火葬炉設備で使用する電源は、動力用は三相200V（60Hz）、制御用は単相100V（60Hz）とする。

		395																				5) 火葬炉設備の将来の更新などを考慮し、動力部は原則として２炉１排気系列以上を１単位として計画するものとする。

		396																				6) 円滑な管理・運営を目的とした運営支援システム（事業者の提案による。）と連携可能な機能を有するものとする。

		397				(2)機器仕様

		398						1) 一般事項

		399																				① 計装用配線は、動力用はEM-CEケーブル、制御用はEM-CEEケーブル等目的及び使用環境に適したものを使用すること。

		400																				② 電線管は、原則として金属管とすること。

		401																				③ 電線の敷設には、必要に応じてケーブルラックを使用すること。

		402																				④ 使用機器は、極力汎用品の中から選択すること。

		403																				⑤ 盤類は、将来の更新等を考慮した形状、寸法とすること。

		404																				⑥ 3.7kw以上の電動機には、電流計を設けること。

		405																				⑦ 各電動機には、原則として現場操作盤を設けること。

		406																				⑧ 電子機器は、停電時に異常が生じないようバッテリー等でバックアップを行うこと。

		407						2) 動力制御盤

		408																				① 本設備に必要な動力制御盤を設置すること。動力制御盤は、事業者の判断により適所に分割して設置してもよいものとする。

		409						3) 火葬炉現場操作盤

		410								① 内蔵機器

		411																ア　運転状態表示器

		412																				タッチパネル方式。カラー液晶型とし、すべてのデータが表示されるとともに、すべての機器の手動操作がタッチパネル上で行えること。

		413																イ　その他の機器

		414																				操作機器 一式、計装計器 一式、異常警報装置 一式、その他必要なもの一式

		415								② 数量

		416																				9面

		417								③ 主要機能

		418																ア　タッチパネル式表示・操作機能

		419																				各機器の操作が手動で可能なものとすること。

		420																イ　自己診断機能

		421																				インバータの動作、排煙濃度計の動作、酸素濃度計の動作等のチェックが可能なものとすること。

		422						4) 中央監視制御盤（２画面以上）

		423																				① 火葬炉設備の運転情報を系統別に監視室で集中監視できるものとし、必要な運転情報等のデータストレージを行えるものとすること。

		424																				② 各計測データ、火葬開始・終了時間等を収集・バックアップし、日報・月報・年報の帳票が作成でき、その結果を印字できるとともに、サーバー等の外部の記憶装置に保存できるものとすること。なお、各計測データは、連続して記録するものとする。

		425																				③ 停電によるシステムへの障害の発生を防止するため、無停電電源装置を設けてシステムの保護を行えるものとするが、中央監視制御装置が機能しない場合でも、火葬が可能なシステムとすること。

		426																				④ 本制御盤の機能は、運営・支援システム（事業者の提案による。）と相互に接続され、火葬開始・終了時間や火葬の進行状態、故人、喪主等の氏名表示等のデータの共有化ができるものとするが、機能の一部は、燃焼制御装置等に含めてもかまわないものとする。

		427																				⑤ 各種センサーの信号は、コンピューター等で収集できるものとするが、センサーの設置位置については、事業者の提案によるものとする。

		428																		ア 内蔵機器

		429																				運転状態表示器、操作機器、計装計器、異常警報装置、燃焼管理装置、データストレージ機器その他必要なもの

		430																		イ 数量

		431																				各一式

		432																		ウ 主要機能

		433																				[運転状態表示機能]
主要機器の動作状態、火葬時間、主燃炉温度、再燃炉温度、炉内圧、炉内圧ダンパ開度、冷却器入口圧力、冷却器出口温度・圧力、バグフィルタ差圧、排風機出力、集じん装置バイパスダンパ開閉、排風機バイパスダンパ開閉、その他のバイパスダンパ開閉、排 気筒排ガス温度

		434																				[プロセスデータ及びトレンドの収集･表示・記録（保存）機能]
運転状態表示機能に示す機能及び集じん装置ホッパー温度のプロセスデータ及びトレンド

		435																				[その他機能]
故障表示及び記録機能、、火葬計画の作成･表示機能
（遠隔操作機能、案内放送システム機能、運営支援システムとの連携機能は事業者の提案による。）

		436						5) 炉前操作盤（化粧扉開閉用）

		437																				① 炉前化粧扉の操作機能及び運営･支援システムの表示機能等を有するものとすること。

		438																				② 故人、喪主等の氏名等の表示データについては、運営・支援システム（事業者の提案による。）とデータの共有化ができるものとする。

		439																		ア 機能		化粧扉開閉、故人、喪主等の氏名等の表示等

		440																		イ 数量		9面

		441						6) その他の制御盤、操作盤

		442																				前記した制御盤及び操作盤以外に必要な盤類については、名称、内蔵機器、数量等を明記するものとする。

		443						7) ITV設備

		444																				排気筒及び場内を監視できるようにITV設備を表6-6のとおり設ける。詳細は組合と協議による。

		445																				表　6-6　ITV設備の形式及び設備個所ヒョウセツビケイシキオヨセツビカショ

		446																				① 既設のエントランス、煙突、炉前ホールに設けられたITV配線は全て撤去し、新設する。

		447																				② ITVモニターは監視室及び事務室に、制御盤は監視室に設けるものとする。

		448				4. その他の用具等タヨウグナド

		449																				(1) 事業者は、必要な工具を納入し、納入工具リストを提出するものとする。

		450																				(2) 収骨用具として、骨壷及び収骨箸を置く収骨台、その他必要なもの一式を整備すること。

		451																				(3) 事業者は、組合と協議の上、その他必要な予備品、消耗品を2年分（保証期間分）購入し、リストを作成し、組合に提出するものとする。

		452		第7節　 運営・支援システム構築要件

		453				1. 基本的事項

		454																				本施設における運営を支援するシステムを構築する。

		455				2. 機器構成及び仕様

		456																				本システムの機器構成は、下記を満たすことができるもので、事業者の提案とする。

		457																				1) 予約状況や当日の受付情報、炉の稼働状況、告別室、炉前ホール、収骨室、待合室などの施設の空き情報、予約受付手続き等を統合的に活用するシステムを構築すること。また、この情報を事務室及び監視室に速やかに表示し、組合職員に提供できるようにすること。ヨヤクウケツケテツヅ

		458																				2) 実現可能な予約システムを提案し、将来的に必要となる機器スペースや空配管等の対応を行うこと。

		459				3. 機能

		460				(1)操作機能																次の操作機能を有すること。

		461																				1) 受付情報の登録、修正

		462																				2) 各施設の運用状況の登録、修正

		463																				3) 施設の休止設定

		464																				4) 使用設備の手動変更

		465																				5) 予約受付手続きヨヤクウケツケテツヅ

		466																				6) その他必要な機能

		467				(2)自動制御機能

		468																				1) 各炉の制御情報（納棺可、着火、冷却中、冷却完了等）の受信、表示ができること。

		469																				2) 各施設の運用状況表示は、次の例示を参考に事業者の提案とする。

		470																		① 火葬炉		着火、冷却中、冷却完了、納棺可等

		471																		② 待合室		待合中、清掃中、使用終了

		472																		③ 収骨室		収骨中、使用終了

		473																				3) 予約状況や当日の受付情報（受付番号、受付時刻、故人名、性別、生年月日、死亡年月日）の受信、表示は、次の例示を参考に事業者の提案とする。

		474																		① 炉前表示・待合室表示		故人名

		475																		② 告別室表示・収骨室表示		故人名

		476																		③ 進行状況表示モニター

		477																				ア 故人名、性別、炉・告別室・待合室・収骨室の利用番号、火葬経過時間等（火葬炉経過時間は事務室には表示不要とする）

		478																				イ 各設備の利用状況（火葬炉、待合室、収骨室等の利用状況）

		479				(3)その他

		480																				1) 各種データの蓄積、統計処理ができること。

		481																				2) その他自動制御に必要な機能を有すること。

		482																				3) システム故障時等の非常時の対応について提案すること。

		483																				4) 業務執行に関する要求水準ギョウムシッコウカンヨウキュウスイジュン



秋草葬斎場設備等改修事業
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(図表)　第1章

		第１章ダイショウ

		第2節ダイセツ

		4. 既存施設概要

		項番コウバン		仕様																																																										仕様（提案内容）

				用途								火葬場

				階数								1階

		1		構造								ＲＣ造（一部Ｓ造）

		2		延床面積								1,551.01㎡

												（火葬棟及び待合棟1,238.87㎡、増築待合棟292.14㎡、霊灰棟20.00㎡）

		3		建築面積								11,667.25㎡

												（火葬棟及び待合棟1,355.11㎡、増築待合棟292.14㎡、霊灰棟20.00㎡）

		4		高さ								軒高　9.24m、最高高さ　9.30m

		5		火葬炉								9基（汚物炉及び動物炉なし）

		6		開場時間								8：30～17：00

		7		休業日								1月1日のみ
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(図表)　第3章

		第３章ダイショウ

		第2節ダイセツ

		2. 増築工事　表 2-1　排ガス棟の計画（参考）ゾウチクコウジ

		項番コウバン		仕様シヨウ																																												仕様（提案内容）

				新設排ガス棟																														マニュアル														新設排ガス棟																										マニュアル

				階数						名称												床面積（㎡）												備考						10基程度								名称														床面積（㎡）												備考						10基程度

		1		1階						灰収集室												35.4																		53

		2								燃料供給室												23.6

		3								電気室												44.5																		53

		4								非常時発電機室												45

		5								更衣室												12

		6								倉庫												28

		7								駐車場												116.5												開放

		8								階段室												10.1

		9		2階						排ガス処理												296																		625

		10								階段室												10.1

		11		3階						排風機												150																		※

		12								階段室												10.1

		※排ガス処理室＋排風機室																																														出典：火葬場の建設・維持管理マニュアル　-改訂版-



		2. 増築工事　表 2-2　耐震安全性の分類

		項番コウバン		仕様																																		仕様（提案内容）

												安全性の分類										耐震化の割り増し係数																安全性の分類										耐震化の割り増し係数

		13		構造体								Ⅱ類										1.25

		14		非構造部材								A類										―

		15		建築設備								甲類										―



		4. 仕上げ計画　表 2-3　外部仕上げ表（参考）

		項番コウバン		仕様																																																																						仕様（提案内容）

				仕様シヨウ																								仕上げ																																														仕様シヨウ																								仕上げ

		16		増築棟												屋根												露出型シート防水（脱気型）

		17														外壁												押出成形セメント板

		18														開口部												アルミサッシ（防音型）

		19														接続部分屋根												アスファルト防水　保護コンクリート

		20		火葬棟、待合棟												屋根												改質アスファルトシート防水

		21														外壁(正面)												磁器質二丁掛タイル貼りの上、金属パネルカバー工法とする。

		22														外壁(背面)												吹付タイル　クラック部分修繕　全面再塗装

		23														目地												既存シーリング撤去後打ち替え

		24														開口部												既存撤去後更新を行う。　ガラス：Low-e+A+FL



		4. 仕上げ計画　表 2-4　内部仕上げ表（参考）

		項番コウバン		仕様																																																																																												仕様（提案内容）

				室　名																						仕上げ																																																														備考								仕上げ																																																												備考

																										床												巾木												腰														壁												天井																				床												巾木												腰												壁												天井

		25		増築棟				灰収集室																		エポキシ												エポキシ												GB-Rの上														GB-Rの上												直天												脱臭型

		26																								樹脂系塗床												樹脂系塗床												EP														EP																								換気扇

		27																								下地RC												下地RC												下地LGS														下地LGS

		28						燃料供給室																		同上												同上												同上														同上												同上												換気扇

		29

		30						電気室																		同上												同上												同上														同上												化粧石膏ボード												換気扇

		31																																																																										EP-G

		32																																																																										下地LGS

		33						非常用発電機室																		同上												同上												GWM　50														GWM　50												GWM　50

		34

		35						便所・シャワー																		長尺塩ビシート												ビニル巾木												GB-Rの上														GB-Rの上												ケイカル板												熱交換型

		36						スペース																		下地RC												H=100												クロス														クロス												EP-G												換気扇

		37																																																下地LGS														下地LGS												下地LGS

		38						倉庫																		同上												同上												同上														同上												同上												同上

		39

		40						集塵機室																		防塵塗装												-												GWM　50														GWM　50												GWM　50

		41																								下地RC

		42		火葬棟				エントランス																		花崗岩												石巾木												-														GB-R												格子天井

		43						ホール																		ノンスリップ												H=100																										珪藻土櫛目引

		44																								改修

		45						告別室																		同上												同上												花崗岩水														同上												格子天井

		46						A・B・C・D																																										磨き仕上げ

		47																																																（炉前）

		48						収骨室																		同上												同上												花崗岩水														木目化粧板の												R型天井												脱臭型

		49																																																磨き仕上げ														上木軸格子																								換気扇

		50																																																														（斜）

		51						準備室																		同上												同上												GB-R														GB-R												GB-R 												脱臭型

		52																																																EP-G														EP-G												EP-G												換気扇

		53						安置室アンチ																		同上												同上												GB-R														GB-R												ケイカル板

		54																																																EP-G														EP-G												EP-G

		55						炉室																		防塵												-												GWM　50														GWM　50												GWM　50

		56																								下地RC

		57						監視室																		長尺塩ビシート												ビニル巾木												GB-R														GB-R												岩綿吸音板

		58																								下地RC												H=100												クロス														クロス

		59						倉庫ソウコ																		長尺塩ビシート												同上												同上														GB-Rの上 ウエ												同上												-

		60																																																														EP

		61		待合棟・増築待合棟				事務室																		ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ												同上												同上														GB-R												同上

		62																								（OAフロア）																																						クロス

		63						倉庫																		長尺塩ビシート												同上												同上														GB-Rの上												同上

		64																																																														EP

		65						待合ホール																		ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ												木製巾木												同上														GB-R												化粧石膏ボード												手すり

		66																																				H=300																										クロス												（壁紙調）

		67						待合室（洋室）																		同上												同上												同上														同上												同上												手すり

		68

		69						待合室（和室）																		同上												同上												同上														同上												同上												手すり

		70						
土間


		71						待合室（和室）																		畳												同上												同上														同上												同上												手すり

		72

		73						トイレ																		長尺塩ビシート												ビニル巾木
H=100
												GB-R
クロス
														GB-R
クロス
												岩綿吸音板 												手すり

		74

		第6節ダイセツ

		3. 電気・計装設備　表6‑5　計装設備一覧表ヒョウ

		項番コウバン		仕様																																																																																						仕様（提案内容）

				
　　　　　　　　　区分


　監視項目																		制御																								中央監視制御																																現場操作盤												制御																										中央監視制御																														現場操作盤

																						自動
(主な制御対象装置)																				手動				指示表示				操作				記録																				警報				指示表示				操作				警報				自動
(主な制御対象装置)																						手動				指示表示				操作				記録																		警報				指示表示				操作				警報







		75		主燃料																		〇				燃焼バーナ																〇				〇								※失火時、手動切替時																				〇				〇				〇				〇

		76		バーナ火炎

		77		再燃料																		〇				燃焼バーナ																〇				〇								※失火時、手動切替時																				〇				〇				〇				〇

		78		バーナ火炎

		79		主燃料炉内温度																		〇				燃焼バーナ																〇				〇				〇				〇																				〇				〇				〇				〇

		80

		81		再燃焼炉内温度																		〇				燃焼バーナ																〇				〇				〇				〇																				〇				〇				〇				〇

		82

		83		再燃焼炉酸素濃度																		〇				送風機、燃焼制御																〇				〇				〇				〇																				〇				〇				〇				〇

		84

		85		集じん措置入口温度																		〇				バイパスダンパ																〇				〇				〇				〇※バイパス時																				〇				〇				〇				〇

		86

		87		主燃焼炉内圧																		〇				排ガス排出量																〇				〇								〇																				〇				〇				〇				〇

		88

		89		集じん装置出入口圧																		〇				集じん装置洗浄																〇				〇								〇																				〇				〇				〇				〇

		90

		91		運転状態表示																																										〇								〇																								〇

		92

		93		燃料消費量																																										〇																																〇

		94

		95		火葬炉																						各火葬炉ごと																				〇								〇※バーナー使用時																								〇								〇

		96		稼働積算時間



		3. 電気・計装設備　表6-6　ITV設備の形式及び設置個所

		項番コウバン		仕様																																																										仕様（提案内容）

																		形式																				設置個所																																						形式																				設置個所

		97		排気筒監視カメラ														ズーム式カラーカメラ																				排気筒																		1台

		98																(可動式：屋外仕様)※

		99		場内監視
カメラ
														ズーム式カラーカメラ																				導入路																		1台

		100																(固定式：屋外仕様)※

		101																ドーム型カラーカメラ																				火葬棟エントランス																		1台

		102																(固定式)																				告別室																		4台

		103																																				収骨室																		2台

		104																																				炉室																		1台

		105																																				増築棟																		2台

		106																																				待合棟																		2台

		107		モニター														液晶ディスプレー（カラー）																				監視室																		3台

		108																																				事務室																		3台

		※屋外に設置するカメラには稼動雲台、ワイパー等を設けること。
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第●章





				要求水準に対する設計仕様書ヨウキュウスイジュンタイセッケイシヨウショ

		項番コウバン		項目コウモク																		仕様シヨウ		仕様（提案内容）シヨウテイアンナイヨウ

		1

		2

		3

		4

		5





		6																				(1)既存施設の火葬炉９基を全て更新し、大型炉１基、標準炉８基を整備する。

		7																				(2)火葬炉設備の更新に伴い高度排ガス処理設備を導入する。高度排ガス処理設備のための施設（以下、増築棟という）を増築し、環境への影響を低減した施設とする。

		8

		9

		12																				(5)プライバシーに配慮された快適に利用できる機能的なレイアウトや意匠性、耐久性や維持管理性に留意した合理的な施設とする。

		13																				(6)高齢者や障がいのある人を含むすべての人が安全かつ安心して利用できるように、ユニバーサルデザインの理念に基づいた施設とする。

																						(7)外壁及び屋根の断熱性及び断熱性の高い建具の採用、省エネ機器の採用等、省エネルギー化、省資源化、ライフサイクルコストの低減に配慮した施設とする。

																						(8)本施設で災害応急対応活動等を円滑に行うため、災害に強い非構造部材、構造、建築設備を有した施設とする。

																						(9)基本設計時には、図面及び現地にて詳細な調査を行い、最適な計画とすること。

																						(10)増築及び改修にあたっては、関係機関と協議し、法令を遵守した設計を行うこと。

																						(11)施工に伴い撤去するものは、法令に準拠し適切に処分すること。

		20

		21

		22																				(1)高度排ガス処理設備を収容するための増築棟を火葬棟の北側に整備する。

																						(2)火葬棟と構造的に分離し、構造的な既存遡及を受けない構造とする。

																						(3)景観に配慮した外観とし、建物高さをできるだけ低くするものとする。

																						(4)敷地境界及び待合棟への騒音を十分配慮した機器配置やガラリ、消音対策を実施すること。

																						(5)機器の配管・配線の接続には十分な余裕及び柔軟性をもたせ、配管、配線、ダクト類の占めるスペースや機器の保守点検に必要な空間も考慮した施工とすること。

																						(6)火葬棟、待合棟は遺族や会葬者の心情に配慮した棺の到着から告別、収骨、退館までのふさわしい計画とするためのレイアウト変更を行う。

																						(7)火葬棟、待合棟及び増築待合棟の内装及び外装、外構の劣化した意匠及び設備を改修し、美観及び維持管理性に優れるものとする。なお、増築待合棟の内装については、設備更新に伴う内装改修を主とする。

																						(8)建築工事にあたり、施設の運営の継続に支障のないよう配慮すること。やむ負えず部分的に諸室の利用や設備の利用が制限される場合は、組合と協議の上、運営に支障をきたさない施工とすること。

																						(9)既存施設については、別途交付する「添付資料-5及び6　既存施設設計図 」を参照すること。交付の方法に交付が可能なCADデータについては、入札説明書に記載のとおり交付するを参照すること。

		31

		32

		33

		34

		35

		37

		39

		40

		41

		42																				② 燃料供給設備は故障を考慮し、複数台用意し、消防法の対策を行うこと。

		45																				① 非常用発電機及び受変電設備等を設ける室とする。

		46																				② 振動、騒音対策行い、将来的なメンテナンス、更新を考慮した計画とする。

		48																				① 従業員の便所を男女別で設ける。

		49																				② 各便所に便器を1基以上設ける。

		50																				③ 洗面台を1基設ける。

		53

		55

		56

		57

		58

		59

		60

		61

																						表 2-1　排ガス棟の計画（参考）ハイトウケイカクサンコウ

		62				(2)構造計画コウゾウケイカク

		63																				1) 構造については、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省）」に準拠するものとし、地震力に対し構造耐力上安全であり、大地震発生時に対して十分な耐力的余裕を確保すること。

		65

		66																				2)「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省）」において、建築設備の耐震安全性の分類は「特定の施設」とすること。

		67																				3)増築棟の構造は鉄骨造とすること。

		68																				4)各機器の設置について、周辺機器との関連を考えるとともに、構造物に強固に据え付け、機器の配管・配線の接続には十分な余裕及び柔軟性を持たせること。

		69																				5)建築物は上部・下部構造とも十分な強度及び剛性を有する構造とすること。

		70																				6)増築棟は火葬棟とエキスパンションジョイントにて躯体を分離すること。

		71

		72

		73

		74

		75

		76

		77

		78

		79

		80

		81

		82

		83

		84

		85

		86

		87

		88

		89

		90

		91

		92

		93

		94

		95

		96

		97

		98

		99

		100

		101

		102

		103

		104

		105

		103

		106

		107

		108

		109

		110

		111

		112

		113

		114

		116

		117																				7) 大分県福祉のまちづくり条例

		118																				8) 別府市障害のある人もない人も安心して安全に暮らせる条例（ともに生きる条例）

		119																				9) その他の関連条例等

		120

		121

		122

		123

		124

		125

		126

		127

		128

		129																				9) 公共建築改修工事標準仕様書 建築工事編

		130																				10) 公共建築改修工事標準仕様書 電気設備工事編

		131																				11) 公共建築改修工事標準仕様書 機械設備工事編

		132																				12) 建築工事監理指針

		133																				13) 電気設備工事監理指針

		134																				14) 機械設備工事監理指針

		135																				15) 建築設備耐震設計・施工指針

		136																				16) 建築工事標準詳細図

		137																				17) 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

		138																				18) 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

		139																				19) 建築工事安全施工技術指針・同解説

		140																				20) 建築物解体工事共通仕様書・同解説

		141																				21) 土木工事標準仕様書

		142																				22) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説

		143																				23) 平成9年版排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説

		144																				24) 公共建築工事積算基準

		145																				25) 建築保全業務共通仕様書

		146																				26) 官庁施設の環境保全性基準

		147																				27) 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準

		148																				28) 大分県建築設計業務委託共通仕様書

		149																				29) 大分県建築工事特記仕様書（新営）

		150																				30) 大分県建築工事特記仕様書（改修）

		151																				31) 大分県解体工事特記仕様書

		152																				32) 大分県電気設備工事特記仕様書

		153																				33) 大分県機械設備工事特記仕様書（H26.4.1）

		154																				34) 土木工事共通仕様書（大分県土木建築部・大分県農林水産部）

		155																				35) 大分県公共建築工事共通費積算基準

		156																				36) 敷地測量図

		157																				37) 地質調査報告書

		158																				38) その他関連する基準・指針等

		159

		160

		161

		162																				1)法令等の変更により業務内容が著しく変更されるとき。

		163																				2)災害・事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき、又は業務内容が著しく変更されるとき。

		164																				3)その他、業務内容の変更が特に必要と認められるとき。

		165

		166

		167

		168																				1)事業者は、事業完了時において、本施設のすべてが要求水準書で提示した性能及び機能を発揮でき、著しい損傷がない状態で組合へ引き渡すこと。

		169																				2)引き渡しに当たり、事業者は組合と協議のうえ日程を定め、組合の立会いの下に上記の状態の満足についての確認を受けること。

		170

		171

		172						(1)建築物等についての保証事項（建築付帯機械設備、建築付帯電気設備を含む。）事業完了時の要求水準

		173

		174																				1) アスファルト防水

		175																				① コンクリート（モルタル）保護アスファルト防水                 10年保証

		176																				② 断熱アスファルト防水         10年保証

		177																				③ 露出アスファルト防水         10年保証

		178																				④ 浴室アスファルト防水         10年保証

		179																				2) 合成高分子ルーフィング防水10年保証

		180																				3) 塗膜防水                          ５年保証

		181																				4) モルタル防水                     ５年保証

		182																				5) く体防水                           ５年保証

		183																				6) 仕上塗材吹き付け               ５年保証

		184																				7) シーリング材                      ５年保証

		185

		186																				1)性能保証期間は部分引渡しした時点より2年とする。

		187																				2)性能保証期間中は、すべての機器の性能及び能力を保証するものとする。セイノウ

		188																				3) 性能保証期間中に必要な消耗品等操業に必要なものは事業者の負担で備えるものとする。

		189																				4)性能保証期間中に生じた設計・施工及び材料並びに構造上の欠陥によるすべての破損及び故障等は、事業者の負担により速やかに補修、改造又は交換しなければならない。セイノウ

		190																				5)本要求水準書に記載された火葬・冷却時間、運転回数能力及び公害防止基準を遵守すること。この場合、組合が提示した火葬重量と異なっていても、火葬時間を除き、この性能は保証されるものとすること。

































秋草葬斎場設備等改修事業
要求水準書に対する設計仕様書（様式5-4）
&A(&P/&N)　





image4.emf
（様式7-14）

(単位：円）

H30年度H31年度H32年度H33年度H34年度H35年度H36年度H37年度H38年度H39年度H40年度H41年度H42年度H43年度H44年度H45年度H45年度

- - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

点検保守燃焼炉耐火煉瓦例：○年毎に△、○年毎に◇を想定耐火台車例：○年毎に△、○年毎に◇を想定排気筒例：○年毎に△、○年毎に◇を想定主燃バーナー例：○年毎に△、○年毎に◇を想定再燃バーナー例：○年毎に△、○年毎に◇を想定・・・・・・長期修繕燃焼炉耐火煉瓦例：○年毎に△、○年毎に◇を想定耐火台車例：○年毎に△、○年毎に◇を想定排気筒例：○年毎に△、○年毎に◇を想定主燃バーナー例：○年毎に△、○年毎に◇を想定再燃バーナー例：○年毎に△、○年毎に◇を想定外部外壁例：○年毎に△、○年毎に◇を想定・・・・・・内部天井例：○年毎に△、○年毎に◇を想定壁例：○年毎に△、○年毎に◇を想定床例：○年毎に△、○年毎に◇を想定・・・・・・外構・・・・・・電気設備非常発電設備照明器具・・・・・・空気調和設備・・・・・・給排水衛生設備・・・・・・合併浄化槽・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(単位：円）H46年度H47年度H48年度H49年度H50年度H51年度H52年度H53年度H54年度H55年度H56年度H57年度H58年度H59年度H60年度H61年度

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

点検保守長期修繕外部内部外構電気設備空気調和設備衛生設備給排水衛生設備合併浄化槽※　火葬炉は部分引き渡し後、建築物は本事業完了後から30年間について記載すること。※　必要に応じて、項目を追加または細分化すること。※　金額は円単位とすること。※　消費税及び地方消費税は含めないこと。また、物価変動等についても考慮せず記入すること。※　費用は、平準化（平均）した額ではなく、提案する内容・工程に合わせ、各年度における実際のかかる費用を記入すること。※　Ａ３判横型（Ａ４判に折込み）、横書きで作成すること。

維持管理費積算書（保守点検・修繕・更新費）（参考）

大項目中項目小項目

応募者番号：

火葬炉設備建築建築付帯設備備品等合計火葬炉設備建築建築付帯設備備品等合計合計内容等大項目中項目小項目内容等


image5.emf
（様式7-15）

(単位：円）H33年度H34年度H35年度H36年度H37年度H38年度H39年度H40年度H41年度H42年度

1

(半年のみ)

2 3 4 5 6 7 8 9 10

1燃料料金 （円）

72（円/L）(1) 使用量（L）

2電気料金 （円）

(1)使用電力量（kWh）(2)基本料金（円）　1,200（円/kW）(3)電力量料金（円）15.3（円/kWh)

3水道料金

(1) 使用量（㎥）

4その他（　　　） （円）

(1) 使用量（単位※）(2) 料金単価（円/単位）

　合計（1+2+3+4) （円）

応募者番号：

※年間想定火葬件数(2,870件)を前提に、事業完了後から10年間（H34年度～H43年度）の試算を示すこと。※燃料、電気等の料金は記載の単価に想定する使用量を乗じて積算すること。水道料金は無料であるため、使用量のみ記載すること。※他の燃料、薬剤等を使用する場合は、4に種類を記載し、単位は適宜該当する燃料単価を記載すること。※必要に応じて、項目を追加又は細分化すること。※金額は円単位とすること。※消費税及び地方消費税は含めないこと。また、物価変動等についても考慮せず記入すること。※電子データは、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意すること。※Ａ3判横型（Ａ4判に折込み）、横書きで作成すること。

火葬炉に関する光熱費等積算書（参考）

単価合計


